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値に占める無形資産の比率は、1982年には 40%弱、1992年には 60%強、1997年には 80％強、
さらに、ドット・コム・バブルがはじけた 2002 年には 75%程度としている（[1]、27 ペー
ジ）。また、P. Sullivan は、その著書 （[2]、124 ページ）の中で知的資本と企業価値に
関する M. Blairの分析を引用している。それによれば、1978年には、企業の価値の 80%が
有形資産、20％が無形資産であったものが、10年後の 1988年には、有形資産は 45%、無形

























































は世界各国で 250 件以上（[6]の 187 ページ）、米国で 65 件[7]の特許を新規に登録してい
る。また、1999 年からの 10 年間の特許裁判の提訴は 12 件、被提訴は 10 件であった[8]。
エマソンは、成熟分野で事業を行っていることを考慮すると非常に積極的に特許を活用し
て事業を防衛していたことが読み取れる。そして、その販売金額は、1994年には 8,607M$で
































考えられる。R.Kaplan や M. Blair の分析からも明らかなように、知的財産は時代ととも
にその重要性を増してきており、過去においても知的財産が事業の成否に対して大きな役


















































































































  DRAM は、その誕生以来、半導体業界ではテクノロジー・ドライバと呼ばれ、最先端技
術、すなわち知的財産の塊であると言っても過言ではない。現在では、少なくとも数千件
の関連特許が登録されていると考えられる。 







（1976－1980 年。関連特許 約 1500 件）、日本の半導体企業と製造装置企業の密接な連携
による製造ノウハウを組み込んだ非常に高度な製造装置の実用化[16]などにより、技術力
を格段に強化した。その結果、日本企業は、米国企業を凌ぐ性能、製造歩留まり（日本/米
国は 1.6 倍[14]）、品質（エラー率：日本/米国は 1/6[14]）、さらには、特許ライセンス料
 26 
負担を上回るコストダウンも実現した。そして、日本の DRAM企業は、1980年代中頃には世





















図 ２-１ DRAMの世界占有率の推移 
 
韓国企業は、1972-1986年の間に、例えば、三星によるシャープからの 16M DRAM技術




どの新興 DRAM 企業が、DRAM 事業に着手した段階（1980 年代）から、事業規模を拡大して

























































































図 ２-３ MPUの世界占有率の推移 
 




当初、ほぼ DRAM 市場を独占していた。インテル自身は、当時 DRAM を主力事業と位置付け
ており、経営者も含めて、パソコン用 MPU を事業の中核にすることは考えていなかった。
インテルは、MPUの販売により、機器コントロール用システムの市場が拡大して、MPUの数
倍の数量の DRAMが販売できることから、「MPUは、いわば DRAM 販売拡大の道具の一つ」程
度にしか考えていなかった。さらに、パソコンについては、機器コントローラの数分の 1
程度の市場規模しかないと見ており、全く眼中になかったが、多くの幸運に恵まれ 1981年
にインテルの MPUを用いたパソコン（IBM PC）[21]がスタートした。 




当初 モトローラの 68000を MPUに、また CP/Mを OSに使用して、後に IBM PCと呼ばれる
パソコンの事業化を計画していた。ところが、モトローラの開発が遅れたため止むを得ず、
性能面ではモトローラの MPU 68000 より相当劣るが、すでに市販されていたインテルの
8088が、「一時しのぎの MPU」として採用された。当時パソコンでは IBMの競合企業であっ











































































図 ２-４ インテルの歴史 
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この 1985 年のパソコン販売は 1050 万台程度しかなく[30]、2009 年の 2.96 億台[31]





























































































































HDD I/F： Ultra DMA
グラフィックバス I/F： AGP 1.0
オンボードサウンド： AC97
PC全体： PC98：System Design Guide
メモリ I/F： PC100, PC133,…
：インテルが関わった標準が公開された年
出典： 立 本 博文、PC のバス・アーキテクチャの変遷とプラットフォームリーダの変化について、
赤門マネジメント・レビュー6 巻7 号 (2007 年7 月)  














































































































図 ２-８ 文献の時代背景 － 特許を巡る状況変化 
 
 












































































































































































































































































































図 ２-１１ 各著者が対象とする知的資産 
 


























































































































































































































































































































④知的財産権獲得： 知的財産権の 2個の構成要素の一つ。「排他独占権」の根拠。 
           戦略的に「特許ポートフォリオ」を構築 
⑤戦略的知的財産権行使： 知的財産権の 2個の構成要素の一つ。「排他独占権」の 
行使により、「他社排除」を実現し、優位性を構築。 
特許訴訟、差止め、戦略的なライセンスなどが選択肢 
  ⑥強固な企業体質・業務推進： 知的財産戦略を他社に対して優位性のある業務プロ 
セスで実行するための枠組み 
  ⑦技術占有率－PLC評価： 本仮説の戦略の究極の目標である「知的財産による事業の 
優位性」のレベルを客観的に評価する枠組み 
  ⑧排他枠組みレベル： 知的財産の優位性に加えて、“知的財産権の枠を超えた確固と 
した事業の優位性の構築”の状況を評価する枠組み 






















































































































































特許制度の基本 ・国内1制度 ・国内1制度 ・EU統一特許と
各国特許が並立
・裁判は各国別々

























































































































































































































































































































































































































図 ４-４（図１４－５再掲） 米国特許裁判の審理の総括 
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第６章  「強固な企業体質・業務推進」 ：「サポート的役割りの知的資産」 












































































The Malcolm Baldrige National Quality Award(MB賞)）[84]に関して分析する。ＭＢ賞と、
















































  このようなＭＢ賞の考え方は、世界 80以上の国や地域で展開されており、日本経営品



























































































































































































































































































図 ６-２ 米国の特許陪審員裁判に対応する業務推進（チェック項目） 








































































































































































































































































































































































































































































































  ②営業秘密の条件（１３－１）節）を満足し社外に対して完全に秘匿されている 
  ③他社は保有していない。 （注）他社が独自に、その「独占ノウハウ」と同等レベ 
    ルのノウハウ・特許を開発した時点で、自社の優位性は失われる 
  ④対象製品分野の他社特許により、自社の事業に制限が課せられない事業環境を確保 




































































** : 米国/日本企業に対する “特許戦争抑止力”
 
 










  後から考えると、何故 そのような愚かな特許ライセンスを供与したのかという議論
になるが、その状況を次に分析する（図７－３）。日米の企業が、韓国に多数の技術移転を
行ったのは 1986年頃までであった[17]。この時点では、DRAM産業の世界ランキングのベス










































































































































































































































































































































































































された DRAMや MPUの販売数量は、一般に議論されている PLCとは異なった変化を行なって



























改良 改良 改良 維持
大 減少 一層減少 なし













図 ７-７ ｢耐久財」の「製品クラス」の製品ライフ・サイクルの判断基準 




     （１）絶対優位、（２）優位、（３）比較優位、（４）優位構築の鍵 



























































































































































図 ７-９ インテルの MPU事業の「技術占有率－PLC評価」 
 




























































図 ７-１０ DVDプレーヤー産業の世界販売・世界占有率の推移 
 













































図 ７-１１ 日本の DVDプレーヤー産業の「技術占有率－PLC評価」 
 
以上に検証を行ったように、本フレーム・ワークを共通に用いることにより、失敗した






















を行なっていなければ、国家権力よる韓国企業の DRAM の市場からの排除は可能であった。 
































LSI や DVD プレーヤーは、日本企業が保有している関連の特許を多数侵害せざるを得ない。
したがって、プール・ライセンスがない場合は、それらの日本企業は、上記のインテルの










































































いる現実から判断すると、今後生まれる有力な製品分野において、DRAM や DVD ほど、日本
企業が、圧倒的な技術優位性を確保することは不可能である。したがって、本論文で明確
化した「“圧倒的な技術優位性”という知的財産を武器に、産業を守ることができなかった



















































（１） 知的財産権戦略 ： 通常の知的財産権行使、ライセンス導入、特許
登録・買収などにより構築（①～⑤）
























第８章  「知的財産権戦略成熟度評価」フレーム・ワーク 
 













































ルの MPUもマイクロソフトの OSも技術的なレベルは IBMには遠く及ばなかった。ところが、
それらの IBMの MPUや OSは大型計算機部門の技術であり使用が許可されなかったため、IBM
のパソコン部門は、将来 世界を席巻するパソコン用の MPUと OSは“IBM以外”から選ぶ
ほかはなかった（[38]の 127ページ）。 
 






の IBM PCへの移植を行なわせた。IBM は連日開発に付き合い、受領の前に 300 以上のバ
グを報告し、ユーザ・マニュアルも作成した。IBM PCの発売の 1ヶ月前の 1981 年 7 月に、
マイクロソフトは SCP から 86-DOS の全ての権利を 50,000 ドルで買いとり PC DOSとな
った。しかしながら、マイクロソフトがオペレーティング・システムを安く買い取るため
に IBM との関係を秘密にしたことから SCP に提訴され、後日 100 万ドルで和解している。 










































































図 ８-１ マイクロソフトの米国特許登録件数の状況 
 
統計を分析すると、1995 年には特許登録が 50 件以下であったものが、3 年後の 1998
年には 8倍の 400件レベルになり、2001年までそのレベルを維持している。 
その後、マイクロソフトには、2001年から 2005年にかけて、新たな特許登録の強化が
認められ、この 4 年間に米国特許登録件数は 400 件のレベルから 800 件のレベルに倍増し
ている。そして、その後、2007年までの 2年間でさらに倍層し、特許登録件数は年間 1600
件のレベルになり、特許登録件数のランキングも 7 位に上昇した。さらに、2008 年には、
特許登録は 2000件を超え、ランキングは世界では 5位、米国企業の中では、インテルを抜
き IBMに次いで 2位に上昇している（図８－２）。 
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には提訴はなく、1991 年から 2002 年では、年間 1 件ないし 0 件で、12 年間の累計で 5 件
であったが、2005 年以降連続的に年間 2 件以上の提訴を行っている。この事実から、特許
ポートフォリオが完成し、社内の訴訟対応の準備が整うなど、体質強化が進展した段階で、
訴訟を積極化させていると推定できる。すなわち、1993 年頃に知的財産重視に方向転換し
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図 ８-３ マイクロソフトの米国特許訴訟の提訴の状況 
 118 
  マイクロソフトが過去に行った 20件の提訴（図８－３）の内訳は下記のとおりである。 
・91年： IQ Technologies Inc（内容不明） 
・94年： H & L Electronics International, Inc（内容不明）など、 
・97年： Mouse Systems Corp（光学マウス）など 
（以下は、図８－１１の評価対象の 12件の提訴。第１７章の「分析データ」参照） 
・99年： Goldtouch Technologies（人間工学マウス。MSは特許侵害で告訴され、反訴） 
・00年： Multi-Tech Systems（コンピュータ VOIP技術） （注）Multi-Tech Systems 
の提訴に初めから無理があったため地裁・CAFCともに勝訴[111]） 
・03、06、07年： 計 3件 アルカテル・ルーセント（音声圧縮技術。下記に詳細説明） 
・05年： Compression Labs：ライセンス企業。JPEGで多くの企業を提訴 
・05（2件）、06年：計 3件。オーストラリアの研究機関(CSIRO)。各社を特許侵害で提訴 
Commonwealth Scientific and Industrial Research Organization 
・05、07年： 計 2件 個人、パテント・トロールが各１件 
・08年： Primax Electronics(台湾) マウス特許で提訴。ライセンス供与で和解 
（以下は、図８－１１の評価対象期間以降の提訴） 
・08年： 2件 Webxchange, Inc（インターネット取引サービス）  
・09年： Webxchange, Inc（インターネット取引サービス）  
     TomTom Inc（GPS製品）：特許侵害訴訟と ITC提訴を同時に推進 











術（MP3）関連の特許侵害の提訴を受け、第一審では 15 億ドル（1500 億円）の支払い命令
を受けたが[116]、過去にルーセントの子会社と締結していた特許ライセンス契約と特許無
効化により、2 度の CAFC の判決[114][115]により逆転勝訴に漕ぎつけている。本件では、
マイクロソフトが完勝というわけではなく、かろうじて勝訴している。 
























































































1995 Win. 95+IE 1.0
1996 97
1997 199
1998 Windows 98 341
1999 352
2000 Windows 2000 341
2001 Windows XP 396
2002 499
2003 523
2004 649 CAFC判決 1件
2005 750 CAFC判決 2件
2006 Windows Vista 1473
2007 1663 最高裁判決 1件





































 ①創業（1975年）～1990年： 知的財産権戦略の重要性を認識せず 
（累計特許登録 4件。特許訴訟の提訴はない） 
 ②1990年～1995年： 他社からの特許攻撃、他社への巨額の特許ライセンス料支払い。 
            経営上の大問題であり、知的財産権戦略強化へ方針転換と推定。 
 ③1996年～2002年： 特許の出願・登録を強化。 
非主力分野の中小企業を提訴して訴訟対応力を強化 
 ④2003年以降： 米国特許の出願・登録で上位レベルを実現（2008年 2位）。 











































































技術面では、課題が多い。まず、IBM PCに PC DOSを供給した事情も法律的には課題が多く、
技術面でも IBMがそれを完成させ使用できるようにした面が強い（８－１－１）項）。また、



































































図８－６、図８－７は、1985 年、1990 年、1995 年と、2000 年から 2007 年における、
米国特許登録数のベスト 20 を、米国の特許関連の業界団体のホーム・ページ[7]から抽出
し整理したものである。これらのいずれの時期においても、上位 10位の中の 4社以上、20
位の中では 6 社から 10 社が、日本企業である。一方 米国企業も、上位 10 位の中に、ほ
ぼ 4社以上、20位の中に 6社から 10社が含まれており、米国特許の登録数という観点から
は、日本企業と米国企業は全く互角であると判断できる。 
次に、知的財産を武器に事業を行っていると判断される、これらの 2007年の米国特許
登録の上位 20 社以内の企業に、特許戦略で大きな成功を収めている Qualcomm を加え、日
米の各 9社を対象に分析を進める。なお、これらの企業を本論文では「米国特許登録上位 18
社」と表記する。なお、Qualcomm の特許登録の推移は、2004年：71位、283 件、2005 年： 
 125 
順位 会社名 件数 会社名 件数 会社名 件数 会社名 件数 会社名 件数 会社名 件数
1 IBM 3288 IBM 3415 IBM 3248 IBM 2941 IBM 3621 IBM 3125
2 キャノン 1926 日立 2085 日立 1993 日立 1918 日立 2581 Samsung 2723
3 Micron 1833 キャノン 2044 松下電器 1986 キャノン 1875 Samsung 2451 キャノン 2047
4 日本電気 1821 松下電器 1813 キャノン 1867 松下電器 1813 キャノン 2438 松下電器 1972
5 GE 1667 HP 1768 HP 1783 HP 1808 松下電器 2360 Intel 1864
6 日立 1601 Micron 1707 Micron 1760 Samsung 1641 HP 2111 東芝 1734
7 松下電器 1544 Intel 1592 Intel 1605 Micron 1561 Intel 1959 Microsoft 1662
8 ソニー 1434 Samsung 1486 Samsung 1604 Intel 1549 ソニー 1906 Micron 1484
9 Siemens 1429 GE 1423 ソニー 1500 Siemens 1345 東芝 1820 HP 1470
10 HP 1390 富士通 1416 Siemens 1477 東芝 1338 Micron 1673 ソニー 1454
11 三菱電機 1373 Philips 1369 東芝 1387 ソニー 1234 Siemens 1622 Siemens 1432
12 Samsung 1328 東芝 1328 GE 1330 GE 1206 富士通 1487 日立 1381
13 富士通 1303 Samsung 1313 富士通 1286 富士通 1154 Microsoft 1473 GE 1369
14 Philips 1237 ソニー 1311 Philips 1221 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 884 GE 1414 富士通 1293
15 AMD 1154 三菱電機 1243 富士ﾌｨﾙﾑ 1025 Philips 794 Philips 1355 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 1205
16 東芝 1130 日本電気 1181 ルネサス 913 Infineon 787 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 1200 Infineon 847
17 Intel 1114 AMD 905 Bosch 903 Bosch 756 Infineon 914 日本電送 753
18 TI 717 富士ﾌｨﾙﾑ 804 TI 898 富士ﾌｨﾙﾑ 750 富士ﾌｨﾙﾑ 906 TI 749
19 Motorola 712 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 764 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 839 Microsoft 750 TI 883 リコー 727
20 Kodak 694 TI 764 日本電気 813 TI 734 Sun Micro 849 AT&T 726
2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
 
図 ８-６ 米国特許登録件数ランキング -1/2 [7] 
 
順位 会社名 件数 会社名 件数 会社名 件数 会社名 件数 会社名 件数
1 GE 778 日立 908 IBM 1383 IBM 2886 IBM 3411
2 日立 693 東芝 891 キャノン 1087 日本電気 2021 日本電気 1953
3 東芝 662 キャノン 868 Motorola 1012 キャノン 1890 キャノン 1877
4 IBM 578 三菱電機 862 日本電気 1005 Samsung 1441 Micron 1643
5 U.S.Philips 446 GE 785 三菱電機 973 Lucent 1411 Samsung 1450
6 RCA 451 富士ﾌｨﾙﾑ 767 東芝 969 ソニー 1385 松下電器 1440
7 キャノン 427 Kodak 720 日立 910 Micron 1304 ソニー 1363
8 Siemens 419 U.S.Philips 637 松下電器 854 東芝 1232 日立 1271
9 AT&T 386 IBM 608 Kodak 772 Motorola 1196 三菱電機 1184
10 富士ﾌｨﾙﾑ 380 Siemens 506 GE 758 富士通 1147 富士通 1166
11 Westinghouse 372 Bayer A.G 499 ソニー 754 松下電器 1137 東芝 1149
12 三菱電機 364 Du Pont 481 富士通 724 AMD 1053 Lucent 1109
13 Bayer A.G 359 日本電気 436 AT&T 470 日立 1036 GE 1107
14 Mobil oil 351 Westinghouse 435 3M 564 三菱電機 1010 AMD 1086
15 Du Pont 342 AT&T 429 Xerox 551 Siemens 912 HP 978
16 Dow Chemical 335 Ciba-Geigy 409 TI 527 HP 901 Intel 809
17 日産自動車 330 Dow Chemical 400 富士ﾌｨﾙﾑ 504 Kodak 875 TI 799
18 Bosch 314 BASF 394 U.S.Philips 470 Intel 795 Siemens 793
19 本田自動車 309 Motorola 394 HP 441 GE 787 Motorola 778
20 Ciba-Geigy 305 GM 379 Du Pont 441 Philips 693 Kodak 719
1985年 1990年 1995年 2000年 2001年
 






















1 IBM 9.88 3125 316 3 キャノン 4.48 2047 457
5 Intel 3.83 1864 487 4 松下電器 9.11 1972 217
7 Microsoft 5.11 1662 325 6 東芝 7.67 1734 226
8 Micron 0.57 1484 2609 10 ソニー 8.87 1454 164
9 HP 10.43 1470 141 12 日立 11.22 1381 123
13 GE 17.27 1369 79 14 富士通 5.33 1293 243
18 1.39 749 541 15 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 1.35 1205 894
20 AT&T 11.90 726 61 17 日本電送 4.03 753 187
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米国特許登録件数／販売（兆円）
 












































        2007年の米国特許登録 １００位以内：  △ 
































○ ：20位以内 、 △ ：100位以内： （ 2007年）
○ ：相当数の米国特許の買収を確認










提訴件数/被提訴件数 ＞ ０．５△ ： いずれか一方のみ満足
 
 





















        提件件数/販売額（兆円）＞５、提訴件数/被提訴件数＞０．５ 
： 提訴件数/販売額（兆円）＞５、提訴件数/被提訴件数＞０．５： ○ 























1 IBM 9 42 51 3 キャノン 7 20 27
5 Intel 14 44 58 4 松下電器 18 49 67
7 Microsoft 12 123 135 6 東芝 25 59 84
8 Micron 6 14 20 10 ソニー 18 105 123
9 HP 39 65 104 12 日立 22 46 68
13 GE 8 28 36 14 富士通 16 49 65
18 TI 11 18 29 15 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 15 18 33
20 AT&T 5 51 56 17 日本電送 4 9 13


































































































































































： 主導的に個人、パテント・トロールを提訴した実績がある： ○ 

































        否定的な評価がある： Ｘ  





















































* ◎： 知財ブランド企業、 ○：知財強硬企業、 △：知財穏健企業
米国特許の登録（順位） ○（１） ○（５） ○（７） ○（８） ○（９） ○（１３） ○（１８） ○（２０） △（７２）
特許の買収 ○ ○
特許訴訟の提訴率 △ △ ○ ○
主力事業分野の提訴 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
第一審の判決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
控訴審の判決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

















































（参考）すでに知財ブランド ○ ○ ○ ○○ ○


























米国特許の登録（順位） ○（３） ○（４） ○（６） ○（１０） ○（１２） ○（１４） ○（１５） ○（１７） ○（１９）
特許の買収
特許訴訟の提訴率 ○ △
主力事業分野の提訴 ○ ○ ○ ○ ○
第一審の判決 ○ ○ ○ ○


















































図 ８-１５ 日本企業の「知的財産権戦略の実践レベルの評価」 
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             は、ほとんどが低い評価 
（３）2003年以降：   他社排除活動においても、順次高い評価が増加 



























































































































































○ ：20位以内 、 △ ：100位以内： （ 2007年）
○ ：相当数の米国特許の買収を確認










提訴件数/被提訴件数 ＞ ０．５△ ： いずれか一方のみ満足
 
 










































































  ・キャノンの 1984～2008年の間の順位は、1位 2回、2位 6回、3位 10回、 













































































































































































































1 IBM 9.88 1.449 14.66 3 キャノン 4.48 0.768 17.15
5 Intel 3.83 0.917 23.93 4 パナソニック 9.11 0.439 4.82
7 Microsoft 5.11 2.010 39.33 6 東芝 7.67 0.256 3.34
8 Micron 0.57 ▲ 0.032 ▲ 5.63 10 ソニー 8.87 0.466 5.26
9 HP 10.43 0.918 8.80 12 日立 11.22 0.325 2.89
13 GE 17.27 2.660 15.40 14 富士通 5.33 0.109 2.05
18 TI 1.39 0.369 26.64 15 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 1.35 0.058 4.27
20 AT&T 11.90 1.820 15.29 17 日本電送 4.03 0.365 9.07


































































精密機器 839 27 3.2
電子デバイス 3,951 ▲ 171 ▲ 4.3
情報関連機器 9,029 832 9.2
その他 291 ▲ 114 ▲ 39.2




図 ８-２０ セイコーエプソンの事業分野別の 2007年の利益率 
 































































































































































































（１） 知的財産権戦略 ： 通常の知的財産権行使、ライセンス導入、特許
登録・買収などにより構築（①～⑤）















































































































図 ９-３ 携帯電話の世代別通信方式 [143] 
 




図１９－５）。デジタル方式による第二世代で先行した欧州は 1992 年に GSM 方式により、
日本は 1993年に PDC方式により携帯電話の公共サービスを開始した。これらは、いずれも
TDMA方式である[144] [145]。 
  この時期に CDMA方式が各地域で採用されなかった理由は、まず、CDMAの規格化（IS-95）
の完成は 1993年であり、上記の実用化には時期的に間に合わなかった点が上げられる。し




を経て、1995 年に香港、米国で、1996 年に韓国で、日本では現在の au により 1998 年に、
それぞれ開始されている[146][147][148]。 





  しかしながら、このように CDMA技術が第三世代携帯電話（３Ｇ）の基本技術として採
用されるまでには多くの紆余曲折はあったが、Q社は、強力な経営力を発揮してその難関を
乗り切った。その経過の要点を手短に分析する。 
（２）３Ｇ規格化の舞台裏① ： Ericssonとの特許抗争 






二世代の GSM の利権をいかに確保するかが最大の目標であり、GSM の上位互換性のある
WCDMA規格の成立を目指していた。一方 Q社にとっては、CDMA技術を世界の標準技術とす
るとともに、自らが築き上げてきた第二世代の cdmaOne のビジネスの大幅な発展が重要な
目標であり、cdmaOne の上位互換性のある CDMA2000 規格の成立を目指していた。このよう
な状況から、極めて激しい主導権争いを有利に進めるために、通信インフラ分野で世界の
最大手企業であり欧州の代表的な大企業の Ericssonと Q社とが激しい特許抗争を開始した。 
  当時 Q 社は、1995 年に米国で、携帯電話端末と基地局の両方を展開し成功を収めてい
た。それに対して、Ericsson は、1996 年 9 月に自社が保有する CDMA 技術で Q 社を提訴し
た[8]。この時点では、Q 社は大きな販売を行っている一方で、Ericsson の製品は、Q 社の
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持つ CDMA特許は使用していないため、Q社の立場は非常に不利であった。そのため Q社は、
特許ではなく不正行為という観点から、1996 年 12 月に、Ericsson を提訴している[150]。
ところが、Ericssonが、Q社の牙城である米国の CDMA方式の電話端末市場へ 1ヶ月後に参
入すると表明するや否や、まだ、販売すらされていない段階で、1997年 3月に Q社は Ericsson
を Q 社の持つ CDMA 特許の侵害で提訴した[151]。詳細は省略するが、これらから容易に想
像できるように、その後、両社は、極めて激しい訴訟合戦を展開した。 
このような激しい主導権争い・訴訟合戦の状況から、Q社は、WCDMAグループへ自社特



















“FRAND（Fair, Reasonable and Non Discriminatory）ライセンス”[158]と呼ばれる。 







  また、欧州企業の代表として Ericsson は、Q 社に FRAND ライセンスを認めさせたこと





























































































図 ９-４ Qualcommの特許ライセンス構造 
 
  それぞれのグループの企業に対して、Q社は下記の権利をライセンスする。 
・A社～C社：       ライセンスされた特許を使用して、集積回路を開発・ 





・L社～N社：   A社～C社と Q社から集積回路を購入し、ライセンスされた特許を 
（機器企業１）   使用して（有償）、携帯電話機器を開発・製造・販売する権利。 
・X社～Z社：   Q社から集積回路を購入し、携帯電話機器を開発・製造・販売する 





センス料収入を得ている。（2009年には、販売金額の約 40%、約 4000億円 :図９－６）。 

















































































































と判断される。図９－６は、Q 社の公式ホームページから調査した 2009 年の各四半期の販
売と利益の分析である[163]。 






100 10,415 2,690 2,753 2,455 2,517 計
38 3,949 921 891 1,043 1,094 ライセンス・ロイヤリティ
62 6,466 1,769 1,862 1,412 1,423 装置・デバイス
備考計４Q３Q２Q*１Q
2,076 742 984 -101 451 参考：税引前利益
2,440 614 618 604 604 参考：研究開発投資
 






























 ⇒ 業界リーダの地位確保の枠組み 
 
 




























出典：ガートナー 「Market Share: Mobile Phone Application-Specific 




図 ９-８ 2008年３Ｇ携帯電話ベースバンド LSI世界占有率（売上金額ベース） 
 
携帯電話用集積回路は、伝送機能を実現する「ベースバンド LSI」、各種の応用機能を
実現する「応用 LSI」（以上 図１９－２参照）と高周波 LSI などの製品群より構成されて
いる。以上の説明から明らかなように、Q社は、その中で第三世代（３Ｇ）用の「ベースバ
ンド LSI」で非常に大きな優位性を構築しており、実際その世界占有率は 67.7%である。 






占有率 約 95%の実質独占を実現し、他の半導体企業の排除に成功している [166]。 

















































































もし、携帯電話方式が、OFDM に移行すれば、「現行の Qualcomm プラットフォーム」の



































































図 ９-９ Qualcomm携帯電話用集積回路の「技術占有率－PLC評価」 


























































































































Ｓ曲線型進化： ・Ｓ曲線を乗り換える時は不連続的進化 ⇒ 優位性なし
・それ以外は連続的進化 ⇒ 優位性構築
















































































































































































































図 ９-１５ 第３世代携帯電話標準化時の第２世代携帯電話の方式別の占有率 
 176 
３Ｇの規格の議論の時点では、3種類の２Ｇ携帯電話の方式（Qualcomm方式、GSM方式、
日本方式）が世界で実用化されており、それぞれの占有率は、約 20％、約 70％、約 10％で
















































































  Qualcomm が、公正三原則で押し切り、欧州連合が世界を支配していた GSM に伍して、






































































































































































































図 ９-１７ 自社製品の業界での位置付け 
 
（１）必須機能 

















 ・現在 技術が早いペースで進化している業界において、： ○ 








     











 ・下記の①②の場合に内容を記載して評価      ： ○ 
②【小規模市場の特例】 ノウハウ独占  
     
（７）技術占有率－PLC評価（「知的財産により構築された事業の優位性」） 
判断基準 ・下記の①から④などの内容を記載して評価     ： ○ 
 184 
①特許の「実質独占または実質寡占」で他社排除 




      【その他】 



































   締結している場合。内容を具体的に記載して評価 
 ・対象企業が業界他社に対して極めて有利な契約を 
    ・契約が存在                ： ○ 







    ・業界標準による優位性が存在        ： ○ 
 ・下記の①②の場合に内容を記載して評価 
        ・効果が次世代にも継続することが確実    ： ◎ 
①自社に有利で、業界が歓迎する標準化活動で優位性確保 















    ④その他（内容を記載） 
































   ・評価記号 
      ・現世代製品に引き続き次世代製品で実現        ： ◎ 
      ・現世代製品は実現できなかったが次世代製品で実現   ： ○ 








   ・評価記号 
 ・下記の①②の場合に内容を記載して評価   
      ・現世代製品に引き続き次世代製品で実現        ： ◎ 
      ・現世代製品は実現できなかったが次世代製品で実現   ： ○ 
 187 
      ・現世代製品は実現できたが次世代製品で実現できず   ： △ 
・①自社技術が圧倒的に優位であるため次世代の規格・応用製品 















   ・評価記号 
      ・現世代製品に引き続き次世代製品で実現        ： ◎ 
      ・現世代製品は実現できなかったが次世代製品で実現   ： ○ 
      ・現世代製品は実現できたが次世代製品で実現できず   ： △ 
 
























 ・業界での事業の状況・位置付けなどに加え     ： ○ 






























































































① 現行技術分野－現行機能： 現行製品深耕 
② 技術分野拡大－現行機能： 現行製品高性能化 
③ 現行技術分野－機能拡大： 現行技術製品展開 
④ 技術分野拡大－機能拡大： 新技術新分野製品参入 
 





⑤ 全領域： 知財権強化 











① ｉモードメール、 ② カメラ付き携帯電話、テレビ付き携帯電話
③ 携帯電話の色展開、 ④ ルイヴィトンの2009年秋の新作バッグ












































そのような基準から下記の日本４社、米国６社、欧州 1社、台湾 1社の１２社を選出した。 
 
  ①インテル（米）     ②マイクロソフト（米）  ③Qualcomm（米） 
 191 
  ④Nokia（欧）       ⑤CISCO（米）       ⑥Synopsys（米） 
  ⑦Cadence（米）      ⑧MediaTek（台）     ⑨キャノン（日） 










                       【事例分析】 
 ①  インテル           ： [13]および２－１－２）項 
②  マイクロソフト        ： ８－１）節 
③  Qualcomm           ： ９－１）節および１９－１）節 
④  Nokia             ： １９－２）節 
⑤  CISCO             ： １９－３）節 
⑥⑦ Synopsys、Cadence       ： １９－４）節 
⑧  MediaTek           ： １９－５）節 
⑨⑩ キャノン、セイコーエプソン  ： １９－６）節 
⑪  三菱化学           ： １９－７）節 
⑫  HOYA             ： １９－８）節 
 




































○ ○ ○ ○ ○
○ （○） ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
◎ ◎～○ ◎～○







○ ○ ○ △ ○
○













部品 基本ソフト 基本ソフト部品 ﾊﾟｰｿﾅﾙ機器
大 大 大 大 大
△～○
 
図 ９-２０ 各社の「社会との関係」の構築状況 -1/2 
 
 





























（○） ○ （○） ○




















設計ツール 部品 専用消耗部品 素材 素材
小 小 大 小 小
 















































































































































































































































































































































  また、この分野は、一般的に占有標準は困難であり公開標準 が世界中で採用される。
したがって、上記のパソコンの場合より、CISCO の立場は弱体である（[41]の 221 ページ。







  そのほか、この分野に属する製品には、携帯電話などのデジタル機器のシステム LSI
や OSなどの基幹部品がある。例えば、Symbian OS、アンドロイド OS、ARMのマイコン・コ





























































































































































































































































































































       ①一般競争、       ②次世代型排他枠組み 





























































図 ９-２５ 「排他枠組みレベル評価」フレーム・ワーク 
 

























  MediaTek は携帯電話用のソリューション（「新規追加互換型進化型の製品」）を提供し
ているが、基本的には、非常に操作が簡単な TKS（Turn Key Solution）の形で中国市場に
提供しているため、企業（Ｂ）に蓄積される「関連投資」は非常に少ない。従って、「切替
コスト」は小さく特別に有利な「社会との関係」の構築には成功していないと判断される。
















































































































争のルール”を IBM が決定していた。それに加えて、1981 年 8 月 12 日に発売され IBM PC
と呼ばれ業界標準となったパーソナル・コンピュータを開発した当時、IBM社内には、イン
テルの MPU より少なくとも一桁はパワフルな MPU があり、また、結果的に採用したマイク
ロソフトの MS-DOS より何年も進んだオペレーティングシステム (OS)があった[21]。とこ
ろが、それらの IBMの MPUや OSは大型計算機部門の技術であり使用が許可されなかったた
め、IBM のパソコン部門は、将来 世界を席巻するパソコン用の MPU と OS は“IBM 以外”
























時、IBM は 80386 を採用したパソコンを発売していなかったため、Compaq は大成功をおさ
めた。それに引き続き、1987 年に Compaq が発売したパソコン Portable III では、パソコ
ンの最も重要な周辺機器であり、毎年新製品が発売され性能が進化を継続していた HDD の
インターフェースを、IBM系ではなく、将来 業界標準にする IDEを用いた。そして Compaq
は、他のパソコン・メーカを巻き込んで、Flex Architectureと IDEを公的標準にした。こ
れにより、IBMの束縛から離れて、誰でも自由に、最新の MPUを用いたパソコンを発売でき、
また、HDD を開発・市場導入できるようになり、従来の IBM PC 互換機と言う業界構造が崩
れ、自由競争に近づくことになった（以上は[23]より引用し整理）。 
 






















































































































  以上の経過を、各企業別に整理すると下記のようになる 
 

















 ・インテルは、当初 IBMが何をしているかも知らずにパソコン用 MPUを提供した 
④インテル 
























このような状況に関連して、「ルールは遅れてやってくる」[189]（"rules are made after 










 ・その後、IBMは、業界の意向には無関係に従来からの IBM流のやり方に固執し、パソコ 
ン業界をコントロールしようとした 
・すなわち、新しいパソコン産業に対して「強みづたい」の経営を貫いた 
 ・パソコン業界の弱者であったことから、強者の IBMに対抗するため、業界とのコミュ 
②Compaq 
ニケーションによる多数派工作に成功し、業界標準を武器に IBM支配を切り崩した 
 ・インテルは、当時 DRAM事業では日本連合に敗退して撤退し、MPUではモトローラに遅 
④インテル 
れをとっており、やはり弱者の地位にあった 
 ・そのため、インテルは、「強みづたい」の経営ではなく、Compaq から学習し、その後、 
業界とのコミュニケーションを最大限活用するようになったと考えられる 
 












































































































































































































































































































































































































































































































図 １０-３ 日本の半導体メーカーの模倣戦略 














































  当時の２Ｇ携帯電話の世界における通信方式の普及状況は、GSM方式が約 70%、Qualcomm






































図 １０-４ ３Ｇ携帯電話標準化時の各グループの状況 
 














































































  何時までも訴訟合戦を継続しても何も生まれないことから、Ericssonと Q社は 1999年
に①GSMと cdmaOneの双方の後継規格が３Ｇの規格として制定される、②Q社は適切なライ
センス料で３Ｇ規格に対して特許を提供する（FRAND ライセンス。９－１－２）項（２））、


























必要が出てくる“世界的な普及”（2010 年以降）を想定して、日米欧の 5 社を巻き込んで、
FRANDライセンス違反を名目に Q社を提訴する行動に出ている。その後、Nokiaは Q社と非
常に激しい特許訴訟合戦を行い、Nokia だけが、相当有利な契約条件（推定）により 2008
年に Q 社と全面和解し、上記の提訴から離脱している。そして、残された 5 社は最も強力

















































































図 １０-６ スマートフォンにおける特許訴訟状況 
 
 



























































































  それでも情勢が改善しないことから、C社は、「1台の HD DVDプレーヤーに最大 7本の
ソフトウェアが付属する。1本あたりを約 20ドルと換算すると 140ドルのソフトが 98ドル






  それでも状況が好転しなかったため、2008 年の早い時期に、C 社は、B-規格のビジネ





































































  このような日本における課題に関しては、１０－７）節で総括する。 
 
 





































































図 １０-９ 中国企業による日本企業の買収 
 



































































































































図 １０-１１ 日本企業の課題を生むメカニズム 
 
その状況は、日本が世界を席巻した DRAM に明確に示されている。1975 年から 1986 年
にかけて日本の DRAM の世界占有率は、ほぼ 0%から 80%に急拡大している（図２－１）。ま
た、1983 から 86 年をみると、その需要が急拡大している DRAM 産業において、日本企業は



































































  のレベルを評価”するものであり、知識経済社会における「知的財産による事業の優 
  位性の構築」のレベルを評価すると言う目的に合致 
 





































































































   ①知的財産権（特許権）の行使が不十分 
   ②特許買収が少ない 



































































































































































































  次項１１－２－２）で詳しく議論する。 
（４）知的資本とビジネスの実態との関連を保持 
























































組織目標： 経営理念・・ 組織文化： 企業文化・・
 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































・調達：     仕入先との力関係・協力関係、調達マネジメント 
・研究機関：   大学などの研究開発機構の活用 
・製造・物流：  製造・物流など業務委託先との力関係、建設的な協力関係 
・販売：     販売チャネルとの力関係・協力関係、チャネル・マネジメント 
・金融機関など： 金融機関との関係、株主や投資家との建設的な関係 























































































































































































































































































































































図 １２-１（図３－２再掲） 世界的な事業優位性を構築する「事業戦略構造」 






















































































































































図 １２-３（図８－１８に一部追加） 「知的財産権戦略成熟度評価」フレーム・ワーク 

























































































































































































































































図 １２-７ 知的資本に着目した“事業の優位性を構築する「事業戦略構造」”モデル 










































































































































































































































第 2 条  この法律で「知的財産」














































































































































































特許制度の基本 ・国内1制度 ・国内1制度 ・EU統一特許と
各国特許が並立
・裁判は各国別々





















































































































                            

















  なお、図１４－１は、米国における特許訴訟提訴件数の推移であり、1990 年以降、提
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図 １４-３ 米国特許裁判の第一審の処理状況（2005-2007年） 



















*： JMOL（Judgement as a matter of law） ： 法律の面で陪審員評決が明らかに間違えている場合、
原告または被告の申し立てにより、裁判官は陪審員評決の逆転を含む修正の決定を行う
内訳 内訳 内訳 内訳
陪審員評決件数 28 35 43 106
CAFC判決 15 14 20 49
陪審員評決に対する構成比率（％） 54 40 47 46
判決理由なし原判決支持 0 2 2 4
原判決支持 2 2 4 6 3 5 9 13










2005年 2006年 2007年 2005年～
2007年
累計
差し戻し 6 6 6 6 7 10 19 22
CAFC判決の構成比率（％） 40 43 50 45









CAFC判決の構成比率（％） 47 14 25 29
 
 










この分析を進めるためには、2006 年から 2009 年の間の 899 件に及ぶ特許訴訟関連の CAFC
の“Opinions & Orders”の全件に関し、判決文（上記 CAFC ホームページから取得可能）
を読み、訴訟に関連する全ての企業の名前を把握して第一審の評決（106件）との一致を抽
出するとともに、その CAFCの判決内容を確認した。なお、CAFCの判決は比較的短時間で出

































































































































































①特許侵害の可能性のあるシリーズ 1 からシリーズ 5 の、5 種類のシリーズの製品が毎年 
発売されており、②それらが侵害すると推定される構造特許 A1、A2、A3と、関連する方法
























































































































































































































































































































































































































































































































































①導入期 ②成長期 ③成熟期 ④衰退期
時間
 
図 １６-１ 製品ライフ・サイクル・モデル[312] 
 





   （例）フィルター付きたばこ、フィルターなしのたばこ、長さの異なるたばこなど 
２）ブランド： 各社のブランドの違いにより分類した製品の集合 
３）「製品クラス」： たばこ全体の集合 



















  次に、本論文で対象としている DRAMに関して調査した約 20年にわたる世代交代（図
１６－２）のデータに基づき、その製品ライフ・サイクルとの関連を分析する。 
（２）DRAMにおける製品ライフ・サイクル・モデルとの関連 
  図１６－２に明快に示されているように、DRAMの製品フォーム、すなわち 256Kビット
DRAM から１G ビット DRAM に至る 9 世代の DRAM 製品は、図１６－１に示した特性を備えて
おり、製品ライフ・サイクル・モデルのコンセプトに沿って販売数量が推移していると判
断される（結論１と一致）。 
  一方、DRAMの「製品クラス」に相当する全ての DRAMの年間販売の合計は、グラフの傾
きは年代により異なるが、単調に増加し飽和していない（結論２と一致）。 































































































































図 １６-３ 「耐久財」の製品ライフ・サイクルの特性とその要因の再定義 
















































改良 改良 改良 維持
大 減少 一層減少 なし



























































































































































































































































   
一方、本論文で分析を進めている MPU に関しては、DRAM ほどデータが公開されていな
いため、詳細な分析は困難である。しかしながら、MPUも DRAMもパソコンに使用され、DRAM







スで接続された MCH（Memory Control Hub）が高速の DRAM（図１６－６）と表示チップを























































改良 改良 改良 維持
大 減少 一層減少 なし



















に 2 名で創業[318]すると同時に、このような DRAM の基本構造に先進的に取り組み、関連
分野で 740件以上の米国特許[319]を保有している。同社が提唱した RDRAM規格は、世界標
準にはならなかったが、基本的な構造は、その後の DRAMと共通である。したがって、多く
の特許は DDRｘ規格などに対して有効であり、全ての DRAM 企業は、ライセンス会社である
RAMBUSから DRAMの基本的な構造の実現に必須の多数の特許のライセンスを受けている。す
































第１７章 【付録】 米国特許登録上位 18社の「知的財産権戦略の評価」 
 
 
１．  ＩＢＭ 
２．  Ｉｎｔｅｌ 
３．  Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ 
４．  Ｍｉｃｒｏｎ 
５．  ＨＰ 
６．  ＧＥ 
７．  ＴＩ 
８．  ＡＴ＆Ｔ 
９．  Ｑｕａｌｃｏｍｍ 
１０． キャノンン 












 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ １位  （3125件） 
２ 特許の買収 ○ ･提訴された Informixを１B$で買収 [Ib1] 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ０．９１ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．２１ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･Amazon[Ib2]､Informix､Compuware[Ib3]など提訴 
の全 9件は全て主力事業分野 
５ 第一審の判決 ○ [Ib4]参照 
６ 控訴審の判決 ○ [Ib4]参照 
７ 個人・トロール提訴* ○ ･パテント・トロール提訴 2件 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･1982年の三菱‐日立 産業スパイ事件[Ib5] 






10 すでに知財ブランド ○  
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
[Ib1] IBM Press Room IBM and Informix Corp. Sign Agreement for Sale of Informix 
Database Business to IBM （最終確認 2009年 9月 5日）   （2008） 
http://www-03.ibm.com/press/us/en/pressrelease/1296.wss 
[Ib2] IB Times アマゾン、IBMとの特許訴訟で和解 （最終確認 2009年 9月 5日） 
    http://jp.ibtimes.com/article/biznews/070509/7170.html      （2007） 
[Ib3] オンライン・コンピューター用語辞書  Compuware Corporation    （2007） 
http://www2.nsknet.or.jp/~azuma/c/c0148.htm （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Ib4] 河野特許事務所  CAFC Update（21）  （最終確認 2009年 9月 5日） 
http://knpt.com/contents/cafc/2005.06/2005.06.htm         （2005) 







 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ ５位  （1864件） 
２ 特許の買収 ○ ･多数の企業を買収（独占。事業買収はありえない） 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ３．６６ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．３２ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･半導体プロセス[In1]、ネットワーク技術[In2]、 
チップセット[In3]など全 14件が主力事業分野 
５ 第一審の判決 ○ [In4]など 
６ 控訴審の判決 ○ [In4]など 
７ 個人・トロール提訴* ○ ･パテント・トロール提訴 ４件（[In4]など） 
 ⇒簡単には支払いに応じないメッセージ 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･著作権（μコードなど）・商標権訴訟、ITC提訴 




10 すでに知財ブランド ○  
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
[In1] Intel News Release  Settlement of Strained Silicon Patent Infringement 
Litigation and License Agreement （最終確認 2009年 9月 5日）   （2007） 
http://www.intel.com/pressroom/archive/releases/20070305corp.htm 
[In2] 知財情報局 インテルとブロードコム、特許訴訟で和解 
http://news.braina.com/2003/0811/judge_20030811_001____.html   （2003） 
（最終確認 2009年 9月 5日） 
[In3] インテル･プレス･リリース インテルと VIAが和解 （最終確認 2009年 9月 5日）  
http://www.intel.co.jp/jp/intel/pr/press2000/000706.htm      （2000） 
[In4] IPNEXT インテルと TI、プロセッサの特許侵害訴訟でトロール企業に勝訴 （2008） 






 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ ７位  （1662件） 
２ 特許の買収  ･多くの企業を買収。事業買収が中心と見られる** 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ２．３５ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．１０ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ コンピュータ・ソフトなど全 12件の提訴 
５ 第一審の判決 ○ [116]､[Ms1]､[Ms2]､[Ms3] **（裁判で非常に強硬） 
６ 控訴審の判決 ○ [116]､[Ms1]､[Ms2]､[Ms3] **（裁判で非常に強硬） 
７ 個人・トロール提訴* ○ ･パテント・トロール、研究所 提訴 5件 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･ソフトウェアの不正使用防止の活動[Ms4]**  










10 すでに知財ブランド   




[Ms1] CNET Japan マイクロソフト、音声データに関する訴訟の回避に成功   （2004） 
http://japan.cnet.com/news/ent/story/0,2000056022,20064195,00.htm 
     （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Ms2] CNET Japan 米最高裁、MS対 AT&Tの特許侵害訴訟で MS勝訴の判決    （2007） 
    http://japan.cnet.com/news/biz/story/0,2000056020,20348153,00.htm 
     （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Ms3]  河野特許事務所  CAFC Update（21）  （最終確認 2009年 9月 5日） 
http://knpt.com/contents/cafc/2005.06/2005.06.htm         （2005) 
[Ms4] Japan internet マイクロソフト ソフトウェア不正利用で 10件の訴訟を起こす 
http://japan.internet.com/busnews/20051216/12.html        （2005） 






 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ ８位  （1484件） 
２ 特許の買収 ○ ･有力特許を有する TIの DRAM部門を買収[Mn1] 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢 △ 提訴件数/販売額   ＝ １０．５５ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．４３ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･提訴 6件はすべて主力事業分野（ﾓﾄﾛｰﾗ１件、 
 ﾙｰｾﾝﾄ 2件、RAMBUS 1件、MOSAID 2件） 
５ 第一審の判決 ○ [Mn2] 
６ 控訴審の判決 ○ [Mn2] 
７ 個人・トロール提訴* ○ ･活発なトロールの MOSAIDを 2件提訴[Mn2][MN3] 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･ITC提訴[Mn4] 




10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
[Mn1] 半導体産業新聞 7月 15日号トップ  半導体業界、大型再編の波    （1998） 
http://www.semicon-news.co.jp/news/htm/sn1291t-j.htm（最終確認 2009年 9月 5日） 
[Mn2] IPNEXT モスエイドとマイクロンの DRAM特許侵害訴訟､CAFCが連邦地裁に差し戻し 
http://www.ipnext.jp/news/index.php?id=2951 （最終確認 2009年 9月 5日）（2008） 
[MN3] Excite マイクロン､特許 400件を譲渡しモスエイドと DRAM訴訟で和解  （2009） 
http://www.excite.co.jp/News/economy/20090203/Ipnext_5658.html 
     （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Mn4] 電子ジャーナル Micron、Hynixの不当な補助金受託を認めるITCの裁定を歓
迎 http://www.electronicjournal.co.jp/news/2003/07/25.html 
       （最終確認 2009年 9月 5日）           （2003年 7月 25日） 
[Mn5] IP News ラムバス特許は資料破棄により無効､マイクロン勝訴､米国地裁  （2009）
    http://news.braina.com/2009/0113/judge_20090113_002____.html  






 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ ９位  （1470件） 
２ 特許の買収 ○ [Hp1]（事業買収の性格もあり） 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢 △ 提訴件数/販売額   ＝ ３．７４ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．６０ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ 提訴の全件（39件）が主力事業分野 
５ 第一審の判決 ○ [Hp2] 
６ 控訴審の判決 ○ [Hp2] 
７ 個人・トロール提訴* ○ ･15件で非常に多い 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･販売差止め裁判[Hp3] 





10 すでに知財ブランド  ･ＨＰは尊敬されている企業であり、強硬ではある 
が、恐れられる企業とは受け取られていない 
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
[Hp1] CNET HP 幹部：飽くなきソフトウェア企業買収を語る       （2007） 
    http://japan.cnet.com/news/biz/story/0,2000056020,20362177,00.htm 
     （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Hp2] 日経 BP知財 Awareness －特許権の消尽２－リサイクルにおける特許権侵害（１） 
    http://chizai.nikkeibp.co.jp/chizai/etc/20090901_maekawa3_1.html 
     （最終確認 2009年 9月 5日）                   （2009） 
[Hp3] CNET HP、特許侵害でエイサーを提訴--PCの販売差し止めを請求     （2007） 
    http://japan.cnet.com/news/biz/story/0,2000056020,20345963,00.htm 
     （最終確認 2009年 9月 5日） 
提訴 39 件の内
会社名 








 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ １３位  （1369件） 
２ 特許の買収 ○ ･提訴された相手が有用なら買収[Ge1] [Ge2] 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ０．４６ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．２９ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･提訴 8件はすべて主力事業分野 
５ 第一審の判決 ○ [Ge3] 
６ 控訴審の判決 ○ [Ge3] 
７ 個人・トロール提訴*  ･パテント・トロール、個人への反訴はない 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･ITC提訴[Ge4] 
９ 特記事項 ○ ･被提訴は、トロール、コンサルタント会社、個人、
大学、中小の企業。同業大手企業からの提訴なし 
10 すでに知財ブランド ○  
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
[Ge1] GE発表 GE - Equipment Services Acquires Business of Terion Inc.  （2007) 
http://www.ge.com/equipmentservices/assetintelligence/about/press/pressR
eleases/archive/terion.html   （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Ge2] Diamond Innovations acquires Phoenix Crystal Corporation      （2004） 
http://www.surfacefinishing.com/article.mvc/Diamond-Innovations-acquires
-Phoenix-Crystal-0001   （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Ge3] CAFCホームページ 2005年 7月 28日 判決 （最終確認 2009年 9月 5日）（2005） 
 
[Ge4] IP NEXT GE、三菱重工を風力発電タービンの特許侵害で ITCに提訴（ITC）（2008） 
http://www.cafc.uscourts.gov/opinions/04-1412.pdf 
http://www.ipnext.jp/news/index.php?id=2940 （最終確認 2009年 9月 5日） 
販売構成 ①. Financial services： 32%、②. Energy： 24%、③. Retail： 14%、④. 
Transportation： 13%、⑤. Other： 10%、⑥. Manufacturing： 7% 
提訴 8 件の内訳
ダイヤモンド・ドリル（採掘用）（Phoenix Crystal）後に関連会社が買収） 
 超音波機器（Sonosite）：2 件、 ガスタービン（Power Systems、
Rolls-Royce）：2件、 医療システム（DrSystems）：1件、移動体トラッキング・ソフト






 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ １８位  （749件） 
２ 特許の買収 ○ ･多数の企業を買収 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢 ○ 提訴件数/販売額   ＝ ７．９４ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．６１ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･11件全件。Linear Technology：4件、LG：1件、 
Intergraph：2件。トロール・個人：４件 
５ 第一審の判決 ○ [Ti1] 
６ 控訴審の判決 ○ [Ti1] 
７ 個人・トロール提訴* ○ ･ﾄﾛｰﾙの Tessera 3件､個人 1件。強硬に対応 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･ITCと地裁に平行に提訴[Ti2] 





10 すでに知財ブランド ○  
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
[Ti1] IPNEXT インテルと TI、プロセッサの特許侵害訴訟でトロール企業に勝訴 （2008） 
http://www.ipnext.jp/news/index.php?id=3152  （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Ti2] 知的文化資産を考える（磯貝武） 14.知的財産分野での失敗例と成功例 （2006） 
http://www.isogai-kobe.jp/ica/modules/Cfsection/print.php?articleid=20 
  （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Ti3] RYUKA国際特許事務所 特許の戦略的活用 （最終確認 2009年 9月 5日） （2000） 
http://www.ryuka.com/patentinfo/newsjapan_strategy.shtml 
[Ti4] 佐野ゼミナール キルビー特許(Jack S. Kilby's license)  明治大学  
http://www.sanosemi.com/history_of_Kirby01.htm （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Ti5] 経営と IT新潮流  米 TI と富士通の「9 年戦争」から今、学ぶべきこと  （2007） 
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20070123/259326/?ST=biz_biz&P=1 






 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ ２０位  （726件） 
２ 特許の買収 ○ 多数の企業を買収 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ０．４２ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．１０ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･提訴した 5件はすべて主力事業分野 
５ 第一審の判決 ○ [At1]  
６ 控訴審の判決 ○ [At1] 
７ 個人・トロール提訴*  ･パテント・トロール、個人への反訴はない 
８ 特許以外の知財提訴   
９ 特記事項 ○ ･もともとベル研究所を保有し技術で指導的立場 







10 すでに知財ブランド ○  
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
[At1] CNET Japan 米最高裁、MS対 AT&Tの特許侵害訴訟で MS勝訴の判決    （2007） 
 http://japan.cnet.com/news/biz/story/0,2000056020,20348153,00.htm 
提訴 5件の内訳
GTE・ NOKIA（携帯電話関連）、 マイクロソフト（1項目を除いて和解金を取って和解。 




 ・1984～1996年： 20位以内（1996年に Lucent をスピン・オフ） 
 ： 長期間の膨大な特許を蓄積 
 ・1998～2005年： 100位以内 






 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 △ 72位  （284件） 
２ 特許の買収 ○ ･多数の企業を買収 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢 ○ 提訴件数/販売額   ＝ １３．５３ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．８０ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ 提訴の全件 12件が主力事業分野 
５ 第一審の判決 ○ [Qu1]、[Qu2] 
６ 控訴審の判決 ○ [Qu1]、[Qu2]（CAFCで最終的に逆転勝訴） 
７ 個人・トロール提訴*  ･個人・トロールからの提訴は極めて少ない 
（和解をしないので金を取りにくいためと推定） 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･ITC提訴[Qu3] 




10 すでに知財ブランド ○  
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
[Qu1] ITmedia Broadcom、特許侵害訴訟で QUALCOMMに勝訴で 1960万ドル獲得 （2007） 
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0711/24/news004.html 
 （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Qu2] CAFCホームページ 2008年 9月 24日 判決 （最終確認 2009年 9月 5日）（2008） 
    http://www.cafc.uscourts.gov/opinions/08-1199.pdf 
[Qu3] 知財情報局 ＩＴＣ、クアルコム特許をノキア非侵害との仮決定見直さず （2008） 
http://news.braina.com/2008/0301/judge_20080301_001____.html 
     （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Qu4] CNET 米裁判所、クアルコム製チップ搭載携帯電話の輸入禁止命令を取り消し 











 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ ３位  （2047件） 
２ 特許の買収  ･[Ca1]などの例はあるが特許買収より事業買収 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ １．５６ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．３５ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･提訴全件 7件が主力事業分野 
５ 第一審の判決 ○ [Ca2] 
６ 控訴審の判決 ○ [Ca2] 
７ 個人・トロール提訴* ○ ･2件 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･SEDの特許ライセンスで高裁まで戦い勝訴[Ca3] 
９ 特記事項 ○ ･経営方針として特許を重視していることを明確に 
 発信するとともに、事実としてそれを実行 
･最近 10年の米国特許登録数は 2-4位を堅持 
･被提訴はほとんどがトロールと個人 
･[Ca2][Ca3]は異分野で、双方とも高裁で勝訴 
･米国特許登録は過去 24年間ほぼ 5位以内（下記） 
･事業分野が集中し、特許戦略上で有利 
10 すでに知財ブランド ○  
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
[Ca1] μTechnology business キヤノン、NECの半導体製造装置関連企業 2社を買収 
http://edrllc.jp/mtb/0508/145.html （最終確認 2009年 9月 5日）  （2005） 
[Ca2] IP NEXT 米国でのインクカートリッジ特許侵害訴訟で、キヤノン勝訴  （2007) 
http://www.ipnext.jp/news/index.php?id=2212 （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Ca3] AV Watch キヤノン、SED関連特許訴訟で勝訴。事業化時期は未定     （2008） 
http://av.watch.impress.co.jp/docs/20080909/canon.htm 
（最終確認 2009年 9月 5日） 
提訴 7件の内訳 半導体製造装置（Ultratech）：2件、 映像処理の集団訴訟（Compression 
Lab）：2件、 インク・カートリッジ、パテント・トロール：2件 
米国特許登録件数







 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ ４位  （1972件） 
２ 特許の買収  ･特許買収より事業買収（三洋など） 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ １．９８ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．３７ 
４ 主力事業分野の提訴*  ･半導体、白物家電など非主力分野で訴訟 
５ 第一審の判決  ･業界と共同の訴訟はあり[Pa1] 
６ 控訴審の判決  ･業界と共同の訴訟はあり[Pa1] 
７ 個人・トロール提訴*  ･業界と共同の訴訟はあり[Pa1] 
８ 特許以外の知財提訴   
９ 特記事項 Ｘ ･業界で認知されるような知財保護活動はない 
･主力のＡＶ分野での提訴がない 
10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
























 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ ６位  （1734件） 
２ 特許の買収  ･電力、HDDなど事業の買収 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ３．２６ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．４２ 
４ 主力事業分野の提訴*  ･販売構成 約 5%のﾌﾗｯｼｭ･ﾒﾓﾘ（38.8億$/7.7兆円） 
に単独提訴 18件の中の 14件が集中[To1] 
５ 第一審の判決 ○ [To2] （ネットワーク分野、敗訴） 
６ 控訴審の判決 ○ [To2] （ネットワーク分野、敗訴） 
７ 個人・トロール提訴*  ･業界と共同の訴訟はあり 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･ﾌﾗｯｼｭ･ﾒﾓﾘで ITC提訴[To3]（敗訴） 
９ 特記事項 Ｘ ･共同提訴、パテント･プール提訴が 7件 
･ﾌﾗｯｼｭ･ﾒﾓﾘ以外の単独提訴は 4件 
･知財権戦略の整合性、敗訴、裁判の失敗など[To4] 
10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
[To1] 東芝 2007年度 決算報告書 （最終確認 2009年 9月 5日）      （2008） 
 http://www.toshiba.co.jp/about/ir/jp/stock/pdf/tsm169_oper.pdf 
[To2] Japan internet.com  東芝と Juniperの特許訴訟、二審も Juniper側の勝利 （2007） 
http://japan.internet.com/busnews/20070910/10.html（最終確認 2009年 9月 5日） 
[To3] Semiconductor Japan 東芝､Hynix社に対する NAND型フラッシュメモリー特許侵害 
訴訟に敗訴  http://sijapan.com/breaking/0611/br061113_0101.html 
      （最終確認 2009年 9月 5日）                  （2006） 
[To4] 山田有美 ディスカバリーに関する衝撃的な制裁命令  




4 件、Samsung：1 件）：14 件、 DVDパテント・プール訴訟（Daewoodなど、Cyberhome 
Entertainment：2 件）：3 件、映像関連共同訴訟（Compression Lab）：2 件、 コンピュ







 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ １０位  （1454件） 
２ 特許の買収  ･主として事業買収 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ２．０３ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．１７ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･ほぼ主力事業分野で提訴 
５ 第一審の判決  ･業界と共同の訴訟はあり[So1] 
６ 控訴審の判決  ･業界と共同の訴訟はあり[So1] 
７ 個人・トロール提訴* ○ ･ソニー･グループ単独で 1件 提訴 
８ 特許以外の知財提訴   
９ 特記事項 Ｘ ･主力のゲーム分野で敗訴[So2] [So3] 
10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
[So1]  CAFCホームページ 2007年 8月 3日 判決、2008年 6月 5日判決    （2007） 
http://www.cafc.uscourts.gov/opinions/06-1363.pdf （最終確認 2009年 9月 5日） 
http://www.cafc.uscourts.gov/opinions/08-1041.pdf （最終確認 2009年 9月 5日） 
[So2] ファミ通 米国イマージョン社とソニー・コンピュータエンタテインメントによる
振動コントローラの訴訟が終結  （最終確認 2009年 9月 5日）     （2007） 
 http://www.famitsu.com/game/news/1191589_1124.html 
[So3] GAMESPOT   ソニー､PSP関連の特許訴訟で敗訴-1850万ドルの支払命令を受ける 
http://japan.gamespot.com/common/print_story.htm?element_id=20384042 
（最終確認 2009年 9月 5日）                     （2008） 
提訴 18件の内訳
＜共同提訴：4件＞ ソフト会社（Soundview Tech） Dell、デジタル家電（Vizio）、パテ
ント・トロール（Guardian Media）共同行動と判断 
  ＜単独提訴：14件＞ ゲーム（Connectix：3件、Bleem：2件）：5件、 
デジタル家電（Kodak：3件、Westinghouse：）：4件、 家電（Lavcon(スピーカ)、Apex）：
2件、 インターネット関連（Internet Security System）、 ICカードプリンタ（Fargo 







 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ １２位  （1381件） 
２ 特許の買収  ･事業買収が主体 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ １．９６ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．４８ 
４ 主力事業分野の提訴*  ･撤退分野・非主流分野の提訴が大半 
５ 第一審の判決 ○ [Hi1]（敗訴 86.5M$の賠償金と製品の差止め） 
６ 控訴審の判決 ○ [Hi1]（逆転で完全勝訴、全体で 8年の裁判） 
７ 個人・トロール提訴*  ･共同提訴を含め一切なし 
８ 特許以外の知財提訴   





10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
[Hi1] IPNEXT 日立とルネサス、米社との特許訴訟で 8,600万ドルの損害賠償金を逃れる
（CAFC）  http://www.ipnext.jp/news/index.php?id=2032      （2007） 
（最終確認 2009年 9月 5日） 
 
提訴 22件の内訳   
プラズマ表示（LG：4件､台湾 Proview：2件）：6件､ DRAM（Nanya:2件、Mosel Vitelic）：
3件、 パワー半導体（International Rectifier）：3件、 台湾家電（Tatung､Amtran）：
2件、 HDD（Samsungと中国 GS Magic）：2件、 電池（Eveready）：2件、IT ｿﾘｭｰｼｮﾝ（EMC）：









 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ １４位  （1293件） 
２ 特許の買収  ･事業買収が主体[Fi1] 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ３．００ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．３３ 
４ 主力事業分野の提訴*  ･主力でない事業分野での提訴が大半 
５ 第一審の判決   
６ 控訴審の判決   
７ 個人・トロール提訴* ○ ･単独で 2件の提訴 
８ 特許以外の知財提訴   
９ 特記事項  ･主力でない事業分野での提訴が大半 
･防衛的な訴訟が多いとみられる 
･日本（米国ではない）において TIのキルビー特許 
に対し 9年間の裁判ののち最高裁で勝訴 [Fi2] 
10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
[Fi1] ２チャンネル 【企業買収】 富士通、海外で M&A加速 ITサービスに積極投資  
http://news24.2ch.net/test/read.cgi/bizplus/1205119985/  
（最終確認 2009年 9月 5日）                    （2008） 
[Fi2] Wikipedia  キルビー特許                     （2008） 
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AD%E3%83%AB%E3%83%93%E3%83%BC%E7%89%
B9%E8%A8%B1   （最終確認 2009年 9月 5日） 
 
提訴 16件の内訳
＜単独訴訟＞： 9 件、 ネットワーク（Tellabs）：1 件、 DRAM（Nanya）：2 件、高周波
電子部品（Samsung：2件、Sawtek、Epcos）：4件、 パテント・トロール単独提訴：2件、 
   
＜集団訴訟＞： 7件、 日立主導のプラズマ・パネル（LG）訴訟：3件、 ネットワーク







 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ １５位  （1205件） 
２ 特許の買収  ･企業買収も少なく。特許買収も確認できず 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢 ○ 提訴件数/販売額   ＝ １１．１３ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．８３ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･提訴の全 15件は主力事業分野 
５ 第一審の判決 ○ [Ep1]（自社が工場を持つオレゴン州の地裁で勝訴） 
６ 控訴審の判決 ○ [Ep2] 
７ 個人・トロール提訴* ○ 3件 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ITC提訴を訴訟と平行に推進[Ep2]  






10 すでに知財ブランド ○  
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
[Ep1] デジカメ Watch エプソン提訴の米国プリンタカートリッジ訴訟で特許侵害が認定   
http://dc.watch.impress.co.jp/cda/accessories/2005/03/11/1157.html 
（最終確認 2009年 9月 5日）                   （2005） 
[Ep2]  セイコーエプソン 「エプソン互換インクカートリッジに関して米国ITCが特許権 
 侵害品の輸入を差止め、販売を禁止する総括的排除命令、制限的排除命令 
および停止命令を含む「最終決定」」              （2007） 




    プリンターおよびインク・カートリッジ（中国Print-Rite、香港
Multi-Union、Glory South Software：2件、Inkjetmadness、E-Babylon）：6件、 プロ







 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ １７位  （753件） 
２ 特許の買収  ･特に特許買収の事実はない[De1] 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ０．９９ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．４４ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･提訴全件 4件は主力事業分野 
５ 第一審の判決   
６ 控訴審の判決   
７ 個人・トロール提訴*   
８ 特許以外の知財提訴   




10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
[De1] 企業情報@Wiki   デンソー                     （2009） 
 http://www4.atwiki.jp/sysd/pages/687.html （最終確認 2009年 9月 5日） 
[De2] 碓氷裕彦 企業の外国知財戦略 パテント Vol.60  No.2  P.33  
日本弁理士会 （最終確認 2010年 12月 5日）        （2007） 
http://www.jpaa.or.jp/activity/publication/patent/patent-library/patent-lib/2007
02/jpaapatent200702_033-036.pdf   
 
 







 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 ○ １９位  （727件） 
２ 特許の買収  ･特許と言うより販売網[Rc1]などの事業買収 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢 △ 提訴件数/販売額   ＝ ４．９５ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．６９ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･11件中 9件は主力事業分野の提訴 
５ 第一審の判決 ○ [Rc3]（光ディスク訴訟[Rc2]、CAFCで逆転勝訴） 
６ 控訴審の判決 ○ [Rc3]（光ディスク訴訟[Rc2]、CAFCで逆転勝訴） 
７ 個人・トロール提訴*   
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･ITC提訴[Rc4] 




10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
[Rc1] プレジデント･ロイター リコーの米販社買収を市場は評価､キヤノンの反撃に注目 
http://jp.reuters.com/article/technologyNews/idJPJAPAN-33703120080911 （2009） 
[Rc2] Wikipedia リコー （最終確認 2009年 9月 5日）(光ﾃﾞｨｽｸ事業も推進) （2009） 
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AA%E3%82%B3%E3%83%BC 
[Rc3] IPNEXT リコーの光ディスク特許訴訟、控訴審で有利判決        （2008） 
http://www.ipnext.jp/news/index.php?id=5375 （最終確認 2009年 9月 5日） 
[Rc4] 知財情報局 リコー、複合機等の特許侵害で沖データをＩＴＣ、連邦地裁に提訴  
http://news.braina.com/2009/0922/judge_20090922_001____.html   （2009） 










第１８章 【付録】 日米欧台の 12社の「社会との関係」の評価のまとめ 
 




                         【事例分析】 
（１） インテル            ： [13]および２－１－２）項 
（２） マイクロソフト         ： ８－１）節 
（３） Qualcomm            ： ９－１）節および１９－１）節 
（４） Nokia              ： １９－２）節 
（５） CISCO              ： １９－３）節 
（６） Synopsys、Cadence        ： １９－４）節 
（７） MediaTek            ： １９－５）節 
（８） キャノン、セイコーエプソン   ： １９－６）節 
（９） 三菱化学            ： １９－７）節 






















製品の形態 部品 産業規模 大 
  注）本表の内容の詳細は、[13]、２－１－２）項を参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・パソコンの必須構成要素であり、プログラムを処
理する MPUとその性能を引き出すチップ・セット 

















６ 知的財産権戦略レベル ○ ①「知財ブランド企業」 
７ 技術占有率－PLC評価 ○ ①特許の「実質独占」で他社排除 
 
会社名 インテル 製品名 パソコン用 MPU、チップ・セット 
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業界との関係 










  スは全て業界標準。知的財産の保護に最適 












13 次世代の切替コスト ◎ ・自社製品対象のソフト資産が継続増大 
14 次世代市場囲い込み ◎ ①自社が圧倒的に優位で次世代応用製品が自社製
品をターゲットに開発される業界構造 




16 自社の全体経営戦略 ○ ・パソコン用 MPUの世界独占を維持継続 
17 自社製品の価格維持 ○ ・1)MPUは多機能化し高価格維持、2)MPU・ﾁｯﾌﾟｾｯﾄ
以外は自由競争環境を整え低価格化。この両者の
組合せでパソコンの価格上昇を抑制し収益確保 
18 大量普及・占有率向上 ○ ・PCマザーボード企業にﾀｰﾝ･ｷｰ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ提供 
19 半導体技術 ○ ・半導体技術(MPU製造に必須)は世界一のレベル 
自社商品事業の業界での位置付け 



























製品の形態 基本ソフト 産業規模 大 
  注）本表の内容の詳細は、８－１）節を参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・パソコンの必須構成要素であり、ソフトウェア 
処理の基盤となる OS 




















６ 知的財産権戦略レベル ○ ①積極的な「知財強硬企業」 
７ 技術占有率－PLC評価 ○ ①特許の「実質寡占」 
会社名 マイクロソフト 製品名 パソコン用 OS（Windows） 
 346 
業界との関係 









10 契約による優位性   







13 次世代の切替コスト ◎ ・自社製品対象のソフトや設備の資産が継続増大 
14 次世代市場囲い込み ◎ ①自社が圧倒的に優位で次世代の規格・応用製品が
自社製品をターゲットに開発される業界構造 
15 他社弱体化など   
【参考】自社経営戦略 





17 自社製品の価格維持 ○ ・定期的な性能向上、最新版の発売により、買換え
需要も喚起し、自社製品の価格維持、販売維持 
18 補完/応用製品事業 ○ ・巨大な補完事業（応用ソフト事業）を自ら実施 
19    
自社商品事業の業界での位置付け 





























製品の形態 部品 産業規模 大 
  注）本表の内容の詳細は、９－１）節、１９－１）節を参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・他社の有力な特許の使用権をほぼ完全に確保した
「携帯電話“通信機能”集積回路」 













○ ①同業者よりはるかに巨額の R&D費用を投入 
②知財買収により技術（OFDMなど）を獲得 
６ 知的財産権戦略レベル ○ ①「知財ブランド企業」 
７ 技術占有率－PLC評価 ○ ①特許の「実質寡占」 
業界との関係 
８ 業界における指導力 ○ ・業界のリーダとして業界発展に向け戦略的に行動 
①初期には半導体・携帯電話・基地局の全てを事
業展開し CDMA技術の普及を促進 






























13 次世代の切替コスト   
14 次世代市場囲い込み   
15 他社弱体化など ◎ ・ライセンス契約によりライセンサーの自由競争環
境を整備。有力企業の収益力を弱体化 
【参考】自社経営戦略 
16 自社の全体経営戦略 ○ ・携帯電話用集積回路事業と技術ライセンス事業に
特化し市場支配力を維持拡大 
17 大量普及・占有率向上 ○ ・特許保証と、ライセンス収入からの補填により価 
格を低く維持することで集積回路を大量販売 
18 補完/応用製品事業 ○ ・補完製品として、応用製品開発プラットフォーム
を積極的に展開。100社レベルの顧客を獲得 
19 その他 ○ ・集積回路の製造は外注し、半導体特許のリスクを
回避し、特許ポジションの低下を防止 
自社商品事業の業界での位置付け 




























製品の形態 パーソナル機器 産業規模 大 
  注）本表の内容の詳細は、１９－２）節を参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・世界のどの地域でも確実な接続が可能な携帯 
電話端末機器に必須の「基地局との接続機能」 
２ 【参考】市場価値 ○ ・携帯電話端末の接続は場合によって問題がある 









４ 業界の技術リーダー ○ ・技術が早いペースで進化する携帯電話分野で 
 「世界の技術のリーダ」として技術進化を主導 
  ・次世代の各種標準化、機器の提案など 
５ 【参考】知的財産獲得の 
優位性 
○ ②有力他社を主導し SymbianOSを立上げ、業界の 
１つの主力 OSに育成 
６ 知的財産権戦略レベル ○ ①積極的な「知財強硬企業」 
７ 技術占有率－PLC評価 ○ ①特許の「実質寡占」 
業界との関係 
８ 業界における指導力 ○ ・業界のリーダとして業界の発展に寄与する社会の
会社名 Nokia 製品名 携帯電話の基地局との接続機能 
 350 
方向付け 




















13 次世代の切替コスト   











16 自社の全体経営戦略 ○ ・携帯電話基地局と携帯電話端末の両事業の世界展
開で、先端通信方式での接続の完成度で差別化 
・フラッグシップの高性能品でも世界をリード 
17 大量普及・占有率向上 ○ ・普及品での高い競争力 
18 補完/応用製品事業 ○ ・携帯電話基地局と携帯電話端末の補完 
19    
自社商品事業の業界での位置付け 

























製品の形態 基本ソフト 産業規模 大 
  注）本表の内容の詳細は、１９－３）節を参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・インターネット機器を制御する OS（IOS） 
２ 【参考】市場価値 ○ ・各社の膨大な機器の相互ネットワーク接続性が 













６ 知的財産権戦略レベル ○ ①「知財強硬企業」 
７ 技術占有率－PLC評価 ○ ①特許の「実質寡占」 
業界との関係 







会社名 CISCO 製品名 インターネット用 OS（IOS） 
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  規格は全てを明文化できないため、圧倒的な世
界占有率を持つ CISCOの IOSが標準となる 




















13 次世代の切替コスト ◎ ・IOSを使用し将来インターネット接続の対象と 
  なる機器の設置台数が増大を継続 












○ ・他社が追随できない経営資源を投入した A&Dを 
推進。圧倒的スピードの進化で世界一を堅持 
17 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる効率運営 ○ ・インターネットを活用したユーザ支援などは 
世界一の完成度で高い評価 
18 補完/応用製品事業 ○ ・IOSとその応用製品事業を展開 
19 企業買収の日常化 ○ ・買収した企業の人材の定着率の高さは有名 
自社商品事業の業界での位置付け 
20 ビジネスの状況 ○ ・ビジネス用ネットワーク機器では独占的立場。 
  各種の情報を総合すると、ルーター、スイッチ  





























他社ﾂｰﾙ 半導体製品  
製品の形態 設計ツール 産業規模 小 
  注）本表の内容の詳細は１９－４）節参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・自社を中心に他社の設計ツールとも連携し 
半導体設計用ソリューションを提供 
















６ 知的財産権戦略レベル (○) ・相互に特許戦争抑止力で知財抗争を回避 
７ 技術占有率－PLC評価 (○) ・小規模な業界であり相互不可侵の状態が継続（ｿ
ﾌﾄｳｪｱ特許の歴史も短くい訴訟件数は少ない） 
 
会社名 Synopsys、Cadence 製品名 半導体設計用ソリューション 
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業界との関係 





















13 次世代の切替コスト ◎ ・自社製品対象の設計資産データが継続増大 
14 次世代市場囲い込み ◎ ①項目 11の状況から次世代応用製品（各種ツール）
が自社製品をターゲットに開発される業界構造 
15 他社弱体化など   
【参考】自社経営戦略 
16 自社の全体経営戦略 ○ ・半導体関連の全分野対応のソリューション提供で
囲い込んだ顧客の維持が最大の事業戦略 
17 補完/応用製品事業 ○ ・データ・ベースは、一種のインフラとして重要 
・両者とも総合 EDAベンダーであるが、自社ツール
には、それぞれ下記の特徴 
・シノプシス： 上流設計、IP  
・ケイデンス： アナログ設計、 
ハードウェア・エミュレータ 
18    
19    
自社商品事業の業界での位置付け 
20 ビジネスの状況 △ ・シノプシス： 世界占有率 約 40% 






























製品の形態 部品 産業規模 小 
  注）本表の内容の詳細は、１９－５）節項参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・DVD機器を製造するためのターン・キー･ソリュ 
ーション（TKSと表記） 
２ 【参考】市場価値 ○ ・技術力のない顧客でも機器事業に参入可能 
 （低価格、中国対応で特色） 
３ 【参考】応用／補完製品 ○ ・三洋の DVD用メカニズムなどを含めサポート 
知的財産 








６ 知的財産権戦略レベル  ・市場で確立した技術を活用。ほぼ、ただ乗り・ 
・特許戦争抑止力を獲得し特許抗争で和解できる最
低限の特許を購入。最近は自社開発を活発化 
７ 技術占有率－PLC評価  ・技術的には後発で市場が成熟に近い段階で参入 
  有力な特許は保有していない 
業界との関係 
８ 業界における指導力  ②中国に TKSを提供し製品の低価格化を主導 


















13 次世代の切替コスト   
14 次世代市場囲い込み   
15 他社弱体化など   
【参考】自社経営戦略 






17 ローコスト経営 ○ ・台湾の産業優遇の国家政策と、水平分業モデル 
の徹底活用。大量販売によるローコスト実現 
18 大量普及・占有率向上 ○ ・台湾企業として、中国民族の特徴を活かし、ＴＫ
Ｓと低価格で中国市場を寡占化 
19 補完/応用製品事業 ○ ・DVD用ｼｽﾃﾑ LSIと他社部品の補完による TKS  
自社商品事業の業界での位置付け 
20 ビジネスの状況 △ ・DVDプレーヤは利益が低いため占有率を削減中 


































製品の形態 専用消耗部品 産業規模 大 
  注）本表の内容の詳細は１９－６）節参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・印字の精度・品質を決定するプリンタ・ヘッド 
２ 【参考】市場価値 ○ ・自社インク･カートリッジの使用により長期の 
印刷の精度・品質を保証。適切な印刷コスト 
３ 【参考】応用／補完製品 ○ ・補完製品のインク・カートリッジ、プリンタ 
知的財産 










６ 知的財産権戦略レベル ○ ①キャノン： 「知財ブランド企業」 
①セイコーエプソン： 積極的な「知財強硬企業」 
７ 技術占有率－PLC評価 ○ ①特許の「実質寡占」で自社方式からは他社排除 
業界との関係 










注）・プリンタは業界標準の USB ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽで接続 










13 次世代の切替コスト  【インク・カートリッジに限定＝専用部品】 
・プリンタの販売により、現世代インク・カートリ 
ッジに限り長期的に確実な需要が増加 
14 次世代市場囲い込み   
15 他社弱体化など   
【参考】自社経営戦略 











18 強硬な知的財産権戦略 ○ ・特許権行使により収益の源泉であるインク･カー 
トリッジの他社模造品を徹底的に市場から排除 
19    
自社商品事業の業界での位置付け 
20 ビジネスの状況 △ ・各種の情報を総合すると世界占有率は下記 
・キャノン：     約 20%、世界 2位 
・セイコーエプソン： 約 15%、世界 3位 































製品の形態 素材 産業規模 小 
  注）本表の内容の詳細は、１９－７）節参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・各種の DVD用ディスクを製造するソリューション 
２ 【参考】市場価値 ○ ・提供される装置とレシピーにより、特別な技術 






４ 業界の技術リーダー △ ・規格化製品において特許により排他独占状態 
 （AZO色素の特性が各種 DVDディスクの規格に 
  採用されており、他の色素では対応が困難） 
５ 【参考】 
知的財産獲得の優位性 
○ ①他社が実現していない DVDに適した AZO色素の 
  改良を継続。従来の実績を最大限活用 
６ 知的財産権戦略レベル (○) ・特許が強固で他社排除が可能（薬品などと同じ） 







会社名 三菱化学 製品名 DVDディスク製造ソリューション 
 360 
業界との関係 




９ 【参考】外部ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ ○ ②「自社が提供」する作業手順が標準 
10 契約による優位性   
11 業界標準による 
 優位性 
○ ①各種 DVD方式に最適な自社の AZO色素の特性を
DVDディスクの標準に組み込んだ 
②自社製品の特性がデファクト･スタンダード（項





13 次世代の切替コスト   




15 他社弱体化など   
【参考】自社経営戦略 
16 自社の全体経営戦略 ○ ・他社が実現していない DVDに適した AZO色素の 
  改良を継続し、その特性を次世代 DVDの規格 




17 自社製品の価格維持 ○ ・AZO色素による実質独占により、その価格維持 




19 その他   
自社商品事業の業界での位置付け 
20 ビジネスの状況 ○ ・DVDディスク製造ソリューションで実質的に 


































製品の形態 素材 産業規模 小 
  注）本表の内容の詳細は、１９－８）節参照 
 評価項目 評価 評価の根拠 
製品 
１ 必須機能 ○ ・半導体事業に必須の半導体マスクの材料 
２ 【参考】市場価値 ○ ・次世代を含む製品を高い性能・信頼性で供給 
３ 【参考】応用／補完製品 ○ ・応用製品（マスク）： 業界で上位 
知的財産 
４ 業界の技術リーダー ○ ・技術が早いペースで進化する半導体マスク・ブラ
ンクス分野において、「世界の技術のリーダ」と








６ 知的財産権戦略レベル ○ ②【小規模市場の特例】ノウハウの秘匿で差別化 
  （最近は少数の訴訟。下記の 注）参照） 
７ 技術占有率－PLC評価 ○ ②完全に秘匿したノウハウで独占を確保 
業界との関係 






会社名 HOYA 製品名 半導体マスク・ブランクス 
 362 
10 契約による優位性 △ ・半導体マスクの世界 1位の大日本印刷と技術共同
開発、マスク・ブランクス独占供給契約[518] 




  じ特性の製品を他社が製造するのは困難 
13 次世代の切替コスト   
14 次世代市場囲い込み △ ②自社が圧倒的に優位で次世代の規格・補完製品が
自社製品をターゲットに開発される業界構造 
・次世代規格が不透明 
15 他社弱体化など   
【参考】自社経営戦略 
16 自社の全体経営戦略 ○ ・地道に技術・ノウハウを蓄積し他社を差別化 
17 補完/応用製品事業 ○ ・1983年に応用製品事業（半導体マスク）に参入
し上位グループ。ユーザ･ニーズ把握にも活用 
18 低コスト経営 ○ ・最先端商品であるにも関わらず、原材料・加工装
置は全て外部から購入。非常に高度な加工技術
（ノウハウ）で差別化。低コスト経営 
19    
自社商品事業の業界での位置付け 
20 ビジネスの状況 ○ ・マスク・ブランクス市場において、1970年代後
半～2005年の間、２／３以上の世界占有率 
 
注） ・最近では、韓国の新興メーカ S&Sを特許侵害で２件 韓国で提訴。  




[hy1] JETRO Seoul center  日・HOYA「相転移ブランクマスク特許侵害」 
          勝訴が確定   （最終確認 2010年 1月 3日）  （2005） 
    http://www.jetro-ipr.or.kr/news/news01_view.asp?news_idx=1204 
[hy2] Displaybank 【韓国】S&S Tech、HOYAとのマスクブランクス関連の特許侵害訴訟で 
        勝訴が確定 （最終確認 2010年 1月 3日）      （2009) 
    http://www.displaybank.com/jp2005/news/today.php?chk_date=2009-04-03 
[hy3] JETRO Seoul center  エスエヌエステック、「位相シフトブランクマスク」特許無 
効判決  （最終確認 2010年 1月 3日）    （2009) 
    http://www.jetro-ipr.or.kr/news/news01_view.asp?news_idx=2298 
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図 １９-２ 携帯電話用集積回路 
 365 
  図１９－１に示した特許との関連を分析すると、Q社は基本的には、ベースバンド LSI
の「携帯電話用伝送機能」の伝送規格特許を多数保有しているが、それ以外の部分および

































































































  そのほかにも、Q 社の不正行為を疑わせる事例もある[174][164]（１４－２－３）項























式 WCDMAの規格化の中で自社の CDMA特許の使用を義務付けた[337]。 
推定２）： Q社は、上記の 18社が、その規格に準拠した携帯電話基地局、携帯電話端末の 
開発製造に膨大な投資を行い後戻りできなくなるまで、特許ライセンス契約を遅らせた。 





































は、2006 年以来、いろいろな法的な手段で Q 社の不公正疑惑を追及してきた[154][164] 




2009 年 11 月には、日本と韓国の公正取引委員会の Q 社に対する強硬な決定を受けて、
Ericsson、Broadcom、パナソニック、NEC、Texas Instrumentsが EUに出していた Q社の不
公正と考えられるライセンス契約に関する告訴を取り下げた[345]。この報道の中には、



























































を Nokiaと改名。後日 1967年に Nokiaと合併する下記の 2社がそれぞれ設立 
・1898年 Finnish Rubber Works（現在でもノキア名の長靴を販売）（R社） 




1967年・旧 Nokiaと C社と R社が合併して、現在の Nokiaが誕生 
＜ちょうどこの後の時期に、欧州では移動体通信が規制緩和された＞ 
1979年・テレビ機器メーカと合弁で無線電話機器会社（Mobira Oy）を設立 
































注） ・AMPS： 米国のアナログ携帯電話。1999年の占有率 
・TDMA： 米国の第二世代デジタルの携帯電話。2000年の占有率 
    ・GSM： 第二世代デジタルで世界の主流の携帯電話。世界占有率 
    ・CDMA2000、WCDMA： 第三世代デジタル携帯電話。世界占有率 
 














 （最終確認 2010年 2月 28日）      （2009） 
http://techon.nikkeibp.co.jp/article/FEATURE/20090408/168507/?P=3 
 




である。2008 年の実績では、世界の携帯電話端末の 82%は GSM 方式であり、212 カ国で約
20億人の人が、その GSMを使用している[354]。このように GSMで優位性を確保していた点
が、その後の Nokiaの世界的な優位性の構築において大きな役割を果たす。 
  次に、GSM方式の進化を分析する。図１９－５の GSMと記された枠の中にも三つの方式
が含まれているなど、下記のように短期間に通信方式の改定が連続したことになる。 
 
  ・1992年： GSM Phase-1     [183] 
  ・1995年： GSM Phase-2     [183] 
  ・1996年： GSM Phase-2＋HSCCD  [183] 
  ・1997年： GPRS         [183] 
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  ・1998年： EDGE         [183] 
  ・2000年： W-CDMA（3GPP R.99） [355] 







































































































































う「Mobile Industry Processor Interface(MIPI) Alliance」を設立[370] 









2008 年・約 400 億円を投入して Symbian 社を買収して「Symbian Foundation」を設立し、
参加企業に無償で「共通ユーザ・インターフェースの携帯電話用ソフトウェア・
プラットフォーム」の提供活動に着手 [372]。業界全体の効率化を目指す 
2009 年・携帯電話用 OS で敵対しているマイクロソフトと提携し、モバイル版 Office をマ
イクロソフトと敵対する Symbian OSの携帯電話で使用可能に [373] 
・Skypeと提携し Nokiaの携帯電話の OSレベルで Skypeを使用可能に [374] 
・従来の Symbianではなく Linuxを OSに使用したスマートフォン [375] 
・Intelと長期的な提携。Intelベースのスマートフォン用のチップ、Linuxの開発｡ 
    Nokiaからは Intelへ通信技術を提供（競合他社の使用の可能性）[376] 
2010 年・IBM と提携し SymbianOS の Nokia スマートフォンで、広範囲の IBM のビジネス・
ソフト Lotusの使用が可能に [377] 



















の約 2倍の占有率である。なお、スマートフォンの出荷台数は、約 1億 7000万台で全携帯
電話の出荷台数（約 11億 3000万台）の約 15%であり、年々 その構成比は拡大している（2010
年 2月 16日 日本経済新聞）。 
 









































  前項（３）でのべた、「Mobile Industry Processor Interface(MIPI) Alliance」も、

































  必要に迫られて３Ｇ技術で先行した日本は、強硬な Qualcommではなく、欧州企業に接
近した。そして、Ericson と Qualcomm が激しい訴訟合戦を展開していた 1988 年 12 月に、


















  Qualcomm と Ericsson の和解を受けて、1999 年にこの WCDMA は、３Ｇの規格として採
用された。しかしながら、欧州企業は、規格の策定を急ぐ必要はないため、詳細な部分ま
で規定した３GPP の最初の規格案 Release 1999 の決定（フリーズ）は、2000 年 3 月 17 日
[355]であり、その後、多くの修正などが行われ、ようやく日本が３Ｇのサービスを開始す
る 2001 年になって規格は安定した。そして、日本は、2001 年 10 月に世界の先頭を切って
第三世代携帯電話の商用サービスを開始した。 
  ところが Nokia を筆頭とする欧州企業のしたたかな行動は、さらに続けられる。上記
の最初の規格案 Release 1999は、いわば暫定規格の位置付けであり、時間の関係から、日
本は、その暫定規格を用いて見切り発車で商用サービスを開始した。それに対して、欧州
企業は、日本における３Ｇの FOMA の実用化の問題点をフィードバックして、３GPP におい
て、Release 1999 とは互換性のない正式の規格（Rel.４、Rel.5）[355]を 2003 年 6 月 12
日に決定した。日本は、ある意味でモルモットの役割りを果たしたことになる。 

























ブス教授などの 7 名の通信技術者が、1985 年に設立した技術指向の会社であった。Nokia
は、通信事業に集中すると経営決断を行なった 1992年に Qualcommと 15年間の特許ライセ
ンス契約（「15年契約」）を締結している[384]。そして、2001年には、WCDMAに関する特
許ライセンス契約（「2001年契約」）を締結している[154]。 
 ： 1992年～2007年の「15年契約」 















Nokia 社、松下電器、TI の 6 社は，Qualcomm が第三世代携帯電話の基本特許ライセンスで
反競争的行為（下記）を働いているとして，欧州委員会に対し提訴を行った（「2000EU提訴」）。 









して押さえているが、WCDMAに関しては 20%程度で貢献度が小さい」（出典 [331]） 
  特に、本件に関する Nokia の発表には、「The companies state that Qualcomm is 
violating EU competition law and failing to meet the commitments Qualcomm made to 
international standard bodies around the world that it would license its technology 
on fair, reasonable and non-discriminatory terms. Absent these commitments, the WCDMA 
 383 




  注目すべき点は、なぜ、急にこの時期に Nokia が、日米欧の企業を引き込んで、この











  この 2005年 10月 28日の Nokiaなど 6社の EUへの提訴（一種の挑発）を受けて、Qualcomm
は、10日後の 2005年 11月 7日に、12件の GSM関連特許で Nokiaを米国で提訴した[386]。
さらにその後、Qualcomm は、2006 年 6 月までに、Nokia 製品に対して、米国への輸入を差
し止める米国での ITC提訴と、イギリスでの１件の特許侵害提訴を行っている[154]。 




























 ： 2007年 4月の「15年契約」満了以降 
























































また、評価対象期間における Nokiaの被提訴は 48件であり、同社の 2007年の販売金額は、
7兆 4560億円（1$=100円で換算）[394]であった。 
 







 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 △ ２２位  （６７９件） 
２ 特許の買収  ･事業買収が主体と考えられる（Symbianなど） 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ０．９３ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．１５ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ･7件の提訴全件が主力分野 
５ 第一審の判決 ○ ･CAFC判決 2006-1317（2006年 10月 20日） 
６ 控訴審の判決 ○ ･同上（本件は特許侵害問題の仲裁に関する判決） 
７ 個人・トロール提訴* ○ ･2件確認 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ･不公正行為で Q社を提訴[387] 
･Q社を ITCに提訴[390]（最近では Appleを ITC 
に提訴。対象期間外[395]） 
９ 特記事項 ○ ･米国企業に有利な米国を避け、欧州で対抗する 
戦略が見える（例： [332] [335]） 
10 すでに知財ブランド   




  大手企業 3件（京セラ：2件、ハリス：1件）、中小企業 2件（Interdigital 
Communications Corporation、Buca）、トロール・個人 2件 



















2000-2007： Infoseek 「携帯電話 世界シェア」 (2008) （最終確認 2010年2月2日）
http://xx-xxx-xx.hp.infoseek.co.jp/kikaku1/share.html


























図 １９-８  携帯電話端末の世界占有率の推移 
 
 
  また、この期間に、大きく占有率を伸ばしているのは、韓国の Samsung と LG であり、
欧米企業の Nokia が、これらの韓国企業の 2 倍以上の占有率を持ち世界一を堅持している
点は注目に値する。 
































































































1885年：・最初の製品（DECの Massbusと Ethernetの相互変換接続装置）を発売 




   ・この年に、米国政府は、軍事技術であったインターネットを一般公開 
   ・ルーター市場は無限の可能性を持つため、プロの経営陣の必要性が拡大 
1988年：・ジョン・モーグリッジ（元ポータブル PCベンチャー）が社長兼会長に就任 
1990年：・株式上場。従業員 251人。販売 69億円。時価総額 224億円 
      ・8月： 創業者のボサック、ラーナー夫妻が退社 
   ・創業者の保有株式（全株式の約２／３）を 170億円で CISCOに譲渡[187] 
        （この大量の株式が、後日の CISCOの企業買収の資金に用いられた） 
1991 年：・ジョン・チェンバース（IBM のマーケティングを経験）が上級副社長として入
社。海外支社の展開を開始（イギリス、フランス） 
1992年：・CISCO初の特許を登録（会社創立 8年後。97年以降 特許が大幅増。図 19-20） 
1993年：・CISCO初の買収。クレセンド（ネットワーク・スイッチのベンチャー。販売 
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 図 １９-１１ CISCOの販売金額推移 
 
その結果、CISCO の業容は、1995 年には、従業員 3,827 人、販売 2200 億円であった
が、2008年には、下記のように拡大した[401][403]。 
 
  ○従業員 67,647人 
○販売  39,540M$、 利益 8.052M$ (20%) 
    ・商品  33,099M$ 83.7%       （内数）  100% 
         （内数） ・ルータ        7,909M$  23.9% 
            ・スイッチ      13,319M$  40.2% 
            ・ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ   9,736M$   29.4% 
              IP電話、統合メッセージング・電話会議・ 
コンタクトセンター関連ソフト、Video配信システムなど  
            ・その他         2135M$   6.5% 
    ・サービス 6,441M$ 16.3% 









[404] ： 課題とビジネス・チャンス 
 
 
出典： Tech-On! 「「シンプルで速い」技術が勝ち残る，それが Ethernetと光ファイバ 
            通信」  （最終確認 2010年 3月 13日）   （2009） 
http://techon.nikkeibp.co.jp/article/FEATURE/20090408/168495/?P=1 
 
図 １９-１２ 主なデータ通信サービスと技術の変遷 
   
ネットワークには、いくつかのレベルのグループがある。まず、パソコン・ユーザな




















出典： Tech-On! 「「シンプルで速い」技術が勝ち残る，それが Ethernetと光ファイバ 
            通信」  （最終確認 2010年 3月 13日）   （2009） 
http://techon.nikkeibp.co.jp/article/FEATURE/20090408/168495/?P=1 
 
図 １９-１３  Ethernetの高速化と競合の歴史 
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図 １９-１５ 「ルータ」を用いた広域ネットワーク 
 



































（５）の Juniper Networks、JUNOS 参照）。しかしながら、CISCO は、まず、他社との提携
（１９－３－５）項）も含めて、圧倒的な IOS の世界占有率を維持している。さらに、バ








  CISCO は、「ネットワークのワンストップ・ショッピングの提供を目指す」を企業
の使命としている。ところが、すでに分析したように、極めて技術の進化のスピードが速
く、その技術範囲も広いネットワーク分野において、それを実現するには通常の企業運営
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すなわち、公衆通信網を専用回線のように使用する VPN（Virtual Private Network）[410]、








のセットトップボックスなどの企業を 2000年以降、特に 2005年以降に買収している。 
 
























○販売金額（2008年）： 39,540 M$、 米国特許登録（2008年）： 704件




































































図 １９-１９ CISCOの事業分野の拡大（「製品進化戦略マトリックス」） 
 




















  これらの項目における買収件数は、総件数 130件のうち 63件、買収金額は、総件数 4.9






断される。買収件数は 35 件と比較的多いが、買収金額は 3000 億円（全買収金額の 6%）で
あり、注目した技術をそのときどきに個別に買収したものと考えられる。 
  第三の「応用機器対応」に関しては、図１９－１８のユーザアプリの項に示した機器


















































































CISCO の米国特許登録に関しては、会社創立 8 年後の 1992 年に初の特許 1 件が、その
後は、93年に 1件、94年に 6件、95年に 11件などと低迷したが、97年以降 特許登録が
 406 






































 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位 △ ３２位  （５８０件） 
２ 特許の買収 ○ ・技術ベンチャー企業の買収多数（１９－３－４） 
項） 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ２．９ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．３４ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ・提訴 10件は全て主力事業分野 
５ 第一審の判決 ○ ・Telcordia（旧 Bellcore）[423][305] 
６ 控訴審の判決 ○ ・Storage Technology[426][427] 
７ 個人・トロール提訴* ○ ・AudioFax[421]など 3件確認 
８ 特許以外の知財提訴  ・確認できず 
９ 特記事項   
10 すでに知財ブランド   




  Alcatel：2件、中小企業（Proxim、Gpne Corp、Huawei America、Telcordia  
被提訴 29件の内訳
 
 大企業 2件（Alcatel）2件、中小企業：7件、トロール・個人：20件 






2000年の特許侵害訴訟[420]などの Alcatelからの 2件の提訴に対して、CISCOは 2件の反
訴を行なっている。 
二番目の事例では、ファックス技術に関連したパテント･トロールの AudioFax に対し
て、交渉を有利に進める戦略と推定されるが、2001 年 11 月に CISCO が先に提訴を行ない、










四番目の事例は、CISCO が特許侵害をしていると言う提訴に対して CAFC まで戦い勝訴
した事例である。CISCOは、2000年 4月に Storage Technologyから、データネットワーク
に関する特許を侵害しているとして、3000億円の賠償支払いを求められた。それに対して、
CISCOは、安易に和解することなく徹底的に戦い、2003年 5月に CAFCで CISCOの主張が認
められてカリフォルニア北部地方裁判所へ差し戻された[426]。そして、最終的に 2005年 6
月に、CISCO の特許非侵害と Storage Technology のそれらの特許を無効とする陪審員評決
があり、CISCOの完全勝訴が確定した[427][428]。 
 
  次に、CISCOの買収による事業拡大を｢製品進化戦略マトリックス｣（９－３－６）項） 
にプロットした図１９－１９を用いて、その知的財産権戦略を評価する。 
































































































他社ﾂｰﾙ 半導体製品  
 













る EDAツールを販売していた SDA、ECDAの 2社が合併して 1988年に設立された。その後 両
社は、当初は異なった主力製品を保有していたが、それぞれに独自に買収を多用しながら
総合ソリューション企業に成長したライバル企業である。また、Synopsysは、創業者の Aart 








  まず、分析の基礎として、半導体技術の急速な進化に関して概観する。 
インテルの MPU の事例（図１９－２４）のように、半導体チップの上に集積されるト
ランジスタの数は、急速に増加した。両社が設立された 1980年代後半では、1985年発売の





  半導体集積回路の動作周波数に関して分析すると、インテルの MPUの動作周波数は、
1989年発売の 80486は 25MHzで動作していたが、1993年発売の 32ビット MPU Pentiumは





の期間に 10 分の 1 から 20 分の 1 に縮小された微細加工に移行し、理論的な限界近傍での
安定的な製造を実現することが必要になった。 































































































































































図 １９-２６ 半導体集積回路（LSI）設計開発の技術システム 
 












【出典】 SILVACO 「LSI 設計デザイン・フローにおける EDAツールの役割と Silvaco社 
製品」 東京理科大学大学院基礎工学研究科 電子応用工学特別講義 2009 [435] 
 




ツールなどの 50 種類から 100 種類程度の EDA ツールを組み合わせ、独自の「LSI 設計フロ
ー」を構築しており、それ自体が非常に複雑で高度な技術体系である。 
 


































































































































図 １９-３１ Cadenceの企業買収金額の推移 
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図 １９-３２ Synopsysと Cadenceの企業買収分野の比較 
 421 
○販売金額（2008年）： 1,350億円






































































































































































2003 年ごろから、Cadence の 2 倍以上の 500 億円レベル（年間販売金額の 35%程度に相当。
図１９－３３の④－１の内数）の買収を行っている。 
 























  早い段階での Cadenceの「機能」・「論理」分野での注目すべき買収は、1989年の Gateway 
Design Automationである。このベンチャー企業は、LSI設計において、抽象度の高い「機
能」レベルの記述を行なうコンピュータ言語である Verilog HDL とそのシミュレータを開
発商品化し、当時としては、実用化されていたほぼ唯一の製品であった。Synopsys は、こ
の Verilog HDLで記述された LSIの「機能」から 1階層下位の「論理」を自動合成する EDA
ツールの Design Compiler（DC）で世界の業界標準になっていた。そのような状況から、





を 1991年に公開し、1995年には IEEEでの標準化が完了した[436]。 
  「機能」、「論理」の分野での Cadence の本格的な買収としては、1998 年に論理合成技
術を持つ AMBIT DESIGN SYSTEMSを、2000年には、競合企業の Mentorとの買収合戦の末（１
９－４－５）項（２））、ハードウェア・エミュレータのパイオニアである QUICKTURN を買
収し、関連する重要技術を獲得している。これらの買収には、当時の同社の販売金額の約





  これらの買収により得た技術なども統合して、Cadence は、Synopsys が独占状態を長
期間維持してきた Design Compiler（DC）に対抗する商品（RTL Compiler。RC）の内部開発
を継続した。そして、2006年の時点で、RCは業界に認められるレベルの製品に進化し、全
世界で 150 社以上に採用された[437]。非常に長い時間が必要ではあったが、この RC によ







Synopsys はそれがないため、今後 この分野は、Cadence の大きな強みになる可能性も秘
めている。Cadenceは、PCB分野の買収に、年間販売の約半分に相当する 550億円程度の金
額を投入してきた（図１９－３４の③－１）。 









分野の EDAツールを持たない弱点があったが、当時 Synopsysが LSI設計フローに不可欠な
「レイアウト」の自社 EDAツールを持たなかった点が、Cadenceに有利に働いた。すなわち、
 425 
“圧倒的な累積販売による大量の Cadence の製品”を中核とした LSI 設計フローにより、
膨大な設計資産が各半導体企業内に蓄積されていたため、その LSI 設計フローの中に、
























  これらを総合すると、ネットワーク産業に比べ半導体用の EDA 産業の産業規模は 1 桁
程度小さいため、余り注目されないが、「企業買収を非常に有効に活用した Synopsys と
















 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位  ２３９位  （７３件） 
２ 特許の買収 ○ ・多数（１９－４－４）項 参照） 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢 ○ 提訴件数/販売額   ＝ ４１．３ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ∞ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ・提訴の全 5件が主力事業分野 
５ 第一審の判決   
６ 控訴審の判決   
７ 個人・トロール提訴*   
８ 特許以外の知財提訴 ○ ・ソースコード盗用の民事訴訟[441] 
９ 特記事項 ○ ・被提訴が全くない点は注目すべき 
・基本的には裁判の有利な状況のもとで和解 
10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 




図 １９-３５ Synopsysの知的財産権戦略の評価 
 
Synopsysには、下記の分析に示すように、一貫した強硬な知的財産権戦略がみられる。 
  1 番目の事例では、リコーが、Synopsys の EDA ツールのユーザ数社を特許侵害で提訴
[438]したのに対して、Synopsys 自身は提訴されてはいなかったが、Synopsys は、リコー
の特許の被侵害と特許無効を求めて、一種の反訴を行っている[439][440]。 















－３６に示す。米国訴訟日報[8]によると、評価対象期間（1999 年から 2008 年 8 月）の間










許紛争に関しては、1999 年 6 月に和解した[446]。ところが、そのすぐ後の、1999 年 7 月
から、特許紛争が再発している[8]。そのような中で、Mentorは、関連分野の特許を取得し
た IKOSを買収し[447][448]、そのあと IKOSは Cadenceを提訴している。このように、1999
年から 2002年の間に、Cadenceが 1件、Mentorが 3件の提訴を行っている。そして、2003

























 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位  ２６９位  （５９件） 
２ 特許の買収 ○ ・多数（１９－４－４）項 参照） 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢 ○ 提訴件数/販売額   ＝ １８．６ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０．６ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ・提訴の全 3件が主力事業分野 
５ 第一審の判決   
６ 控訴審の判決   
７ 個人・トロール提訴* ○ ・個人を対象に 2件の提訴[453][454] 
８ 特許以外の知財提訴 ○ ・ソースコード盗用の民事訴訟（[450]～[452]） 
９ 特記事項   
10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 









  Synopsys と Cadence の創業以来の販売金額の推移を図１９－３７に示す。このグラフ
は、両社のアニュアルレポート[455][456]のデータ、および、ヒヤリングにより入手した




















図 １９-３７ Synopsysと Cadenceの販売推移 
 












  図１９－３８ は、[458]のデータをもとに筆者が作成した 2008年における半導体設計
関連の EDA ツールの世界占有率である。１９－４－３）から１９－４－５）項で分析した
ように、「半導体設計用ソリューション」の総合企業の Synopsys と Cadence の両社は、優
位性のある「社会との関係」を時間をかけて構築し、両社の合計で約 70%の世界占有率を確






























































ムにおける「必須機能」（「自社製品」）は、「DVD用 TKS（Turn Key solution）」である。MediaTek














































































【出典】日経エレクトロニクス 2007年 7月 16日 92ページ 
 
図 １９-４１ MediaTekの経営戦略 ― 「後から市場を奪う」 
 






占有率を維持し、年間約 2 兆円の販売、税引前利益率 13.3%（2006 年）を確保している。
 434 
2004 年には、エマソンは、フォーチュン誌の「世界で最も賞賛される企業」のエレクトロ



























































































  現在 MediaTekは、世界の携帯電話用 LSIの占有率は 6.5%（2008年）であり、世界で
第 4 位である（図１９－４３）。その製品は、中国市場向けの従来方式の第 2.5 世代の GSM
















出典：ガートナー 「Market Share: Mobile Phone Application-Specific 
Semiconductors, Worldwide, 2008」 2009年5月14日  
 
図 １９-４３ 2008年携帯電話用 LSI世界占有率 （売上金額ベース） 
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１．最低価格の実現に向けて、最新技術を適用し GSM用 LSIを最適化して再設計 
（図１９－４２） 













中国における性能のレベルを、それぞれ、中国 GSM、中国３Ｇ、中国 LTE と表示している。




い LTE に関しては、世界統一規格という目標があり、中国 LTE もほぼ世界の LTE と同じレ
ベルになると推定している。 























図 １９-４４ 中国活用型－破壊的イノベーション 
 




１．先進企業の GSM用 LSIに比較し性能が低い“従来とは別の市場”である「低価格 GSM  
    用 LSI」を、非常に低価格で販売（図１９－４４の①） 
２．“従来とは別の市場”は、中国、特に「黒手機」という「特定の市場」 
３．その「低価格 GSM用 LSI」の性能を、実使用を通じて、“従来の市場”である政府認可 
    品のレベルまで急速に向上させ、“従来の市場”を低価格で席巻 
４．中国の携帯電話の基地局の状況を考慮すると、この性能向上を継続することにより、 















  以上 中国市場に向けた GSM用 LSIへの MediaTekの市場進出に関して分析したが、同







  さらに、論理的に推定すると、MediaTek は、当然 次のステップとして、中国で３Ｇ
のインフラ整備が進むのにあわせて、高性能な３Ｇ市場への進出を目指すはずである（図






業である MediaTek は、「中国の MediaTek」と一部で呼ばれる中国の Spreadtrum 
Communications などに後れを取っている点（[461]より引用）、二点目は、中国は、国内の













（４）中国に特化した「TKS（Turn Key solution）」 
詳細は省略するが、それに対応するために、MediaTek は、非常に完成度の高い、GSM























































・2003年： 米 Tivaの事業と関連特許（約 10億円） 
・2004年： 台湾 Ali社の DVD関連特許および関連技術（約 9億円。1円=0.3NT$換算） 
米 PixTelのワイヤレス通信関連特許および技術（約 8.3億円） 
      米 Sarnoff社のデジタル・ビデオ関連特許 211件 
・2005年： 米 IBMの携帯電話/DVD/デジタル・テレビ関連特許（約 20億円） 
・2006年： 中国 Pollex Mobile Holdings社の携帯電話/通信関連事業と関連特許 
（約 13億円） 
・2007年： 米 Analog Devices社のベースバンド・チップセット事業と関連特許 
        （約 350億円）[468] 
      日本の NuCORE Technology（画像処理・デジタルカメラ技術を持つ） 
        （約 37億円）（当然 関連特許も同時に入手したと判断）[470] 
・2009年： 米 Qualcommから WCDMA のライセンスを導入[467] 
 



















  MediaTekは、当初 特許に関する意識が低かったと推定され、米国において 2004年に
米国企業の Zoran から初めて特許侵害で提訴された[8]。Zoran は、非常に強硬に戦い、










・2006年 1月： 両社が和解。MediaTekから Zoranに 85億円の支払い[473] 
 
  この訴訟を通じて、MediaTek は、特許に対して全く無頓着であったことが下記の分析





















  また、このほかにも、2002 年から、VIA Technology との間で訴訟合戦（MediaTek か
らの提訴は 1件、VIA Technologyからの提訴は 3件）を行っている。この訴訟でも、MediaTek
は、和解に追い込まれ 25億円を支払っている[461]。 
  大手企業との間では、2005 年から 2007 年にかけて、MediaTek は、三洋（提訴 3 件、


























 ・将来 中国市場で蓄積したノウハウ、技術を活用し、先進国市場に進出の可能性 








































 ・日経 BPによる調査（2007年 7月）では、公表されているだけで 220億円の和解金 [461] 
 






  本論文で用いている枠組による MediaTekの「知的財産権戦略成熟度」の評価を図
１９－４５に示す。米国訴訟日報[8]によると、評価対象期間（1999 年から 2008 年 8 月）
の間の米国での MediaTekの訴訟の実績は、提訴 7件、被提訴 8件であった（内訳は図１９














 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位  １５０位  （１２６件） 
２ 特許の買収 ○ ・多数（１９－５－４）項参照） 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢 ○ 提訴件数/販売額   ＝２８ 
提訴件数/被提訴件数 ＝０．８８ 
４ 主力事業分野の提訴* ○ ・提訴 7件は全て主力事業を守る訴訟対策 
５ 第一審の判決   
６ 控訴審の判決  ・特許侵害訴訟では判決まえに和解 
７ 個人・トロール提訴*   
８ 特許以外の知財提訴 （○） ・Zoranを ITCに提訴したが完全敗訴 
９ 特記事項  ・特許力は弱体であり、特許侵害は避けられない。 
・あらゆる訴訟テクニックを駆使して抗戦 
10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
提訴７件の内訳
被提訴 8件の内訳 三洋電機：1件、松下電器：1件、Zoran：3件、Via Technology：3件 
  三洋電機：3件、松下電器：2件、Zoran：1件、Via Technology：1件 
 







  2008年の DVD装置用システム LSI（SOC）の世界占有率を図１９－４６に示す。その LSI
が使用される機器は、DVDプレーヤ、DVDレコーダおよびパソコン用 DVD装置である。 
（１）DVD装置用システムLSI（SOC）の世界占有率 
DVD プレーヤ用システム LSI（SOC）においては、MediaTek は、すでに説明した携帯電
話と類似の戦略で、中国企業をターゲットとした TKS（Turn Key solution）を用いて中国
人が中国メーカに対して販売活動を行い、世界一の占有率を確保している。 
 
出典： 「2009 QUARTERLY REPORT  DVD&Blue-ray Player/Recorder市場の現状と展望」













































図 １９-４６ DVD装置用システム LSI(SOC)の世界占有率 
 















きな長所となった。ちょうど、MediaTek の GSM 用 LSI が中国市場で鍛えられたように、
MediaTekの DVD用システム LSI（SOC）も中国市場で鍛えられた。 
このような経過もあり、DVD 用 LSI においては、1996 年に DVD プレーヤが登場したと
きには、日本の半導体企業が世界を独占したが、現在では完全に駆逐され、MediaTek が世
界トップの占有率を獲得するようになっている。 



















そのような状況のなかでも、MediaTek は DVD プレーヤ用 LSI で獲得した技術を展開し



































図 １９-４７ パソコン用光ディスク装置の世界占有率 
   
  パソコン用光ディスク装置においても、MediaTek にとってのアキレス腱である特許に
関しては、図１９－４７から推定されるように日立、東芝、フィリップス、ソニー、パナ
ソニック、パイオニア、ティアックなどは、いずれも光ディスク関連の多数の特許を保有






































出典： 「2009 QUARTERLY REPORT  DVD&Blue-ray Player/Recorder市場の現状と展望」





























Toshiba 5.4% その他 1.3%
 
 





































  なお、本論文では、MediaTek の知的財産権戦略に絞って議論したが、同社が非常に低






























































・1994年から 2000年： カラー化、小型化、高画質化（写真対応）、高速化 











・1991年 キャノンがほぼ独占状態、 1996年までキャノン 60%以上 
・1997年に互角 







































































































































図 １９-５２ 三菱化学の DVDディスク製造ソリューション（[497]より筆者作成） 
 















































 評価項目 評価 評価の根拠 
特許保有状況 
１ 米国特許の登録順位  ３０２位以下  （５２件以下） 
２ 特許の買収  ・[500][501]などの事業買収は確認（DVD用色素 
とは無関係） 
他社排除活動 
３ 特許訴訟の姿勢  提訴件数/販売額   ＝ ０ 
提訴件数/被提訴件数 ＝ ０ 
（下記 2件の提訴はあるが DVD用色素とは無関係） 
４ 主力事業分野の提訴*   
５ 第一審の判決   
６ 控訴審の判決   
７ 個人・トロール提訴*   
８ 特許以外の知財提訴   
９ 特記事項  ・DVD用の色素は「科学型技術」であり特許侵害の 
  発見が容易なため特許は侵害されない[179] 
・[499]のように知財戦略を強化している 
10 すでに知財ブランド   
*1999年から 2008年 8月の間の米国での提訴の実績 
 
提訴 2件の内訳
Aeg Elektrofotografie GMBH（電子機器用印刷材料と推定） 



































































         （A）（出典：[506]）      （B）（出典：[507]） 










図 １９-５６ 半導体製造工程における露光プロセス 








図 １９-５７ 半導体製造用マスクの製造工程 






































図 １９-５８ 半導体設計ルールの進化 























え、技術面では世界の最高峰であった IBM が、この LE-30 を採用したことから、製品の価
値が世界中に認知され、LE-30を用いたマスクブランクスは世界占有率 80%[511]  を達成
した。この LE-30 の成功により、HOYA は以降のマスクブランクス事業におけるトップメー
カとしての基礎を構築した。 
  それ以降 2005年に至るマスクブランクスを取り巻く状況の推移を図１９－５９に示す。 
この期間に、半導体素子の最小加工寸法は、微細化・大集積化に伴い 3μm から 0.065μm





















































図 １９-６０ 半導体露光装置の種類 























































































































































































































































































































場占有率推定に用いた公開情報は、1980年頃 80%[511]、2001年 65％（2002年 8月 8日 
日経新聞）、2005 年 70%[511]  の 3 点（図１９－６２の◆）である。2002 年以降は当時
市場占有率 19%であった大日本印刷に全面的に供給（2002 年 8 月 8 日 日経新聞）したと
の新聞の情報を元に、2002年の占有率は（65%＋19%の 3カ月分）＝約 70%、2003年は（65%
＋19%の 2 分 1（リスクを見る））=約 75%、また、2004 年は、信越化学（合成石英ガラスの
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